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１．この目論見書により行なう「日興アクティブバリュー」の募集について

は、委託会社は、証券取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有

価証券届出書を平成16年1月23日に関東財務局長に提出しており、平成16

年1月24日にその効力が発生しております。 

２．「日興アクティブバリュー」は、主に「アクティブバリュー マザーファ

ンド」受益証券への投資を通じて、株式に投資します。一般に株式の価

格は、国内および国外の経済・政治情勢等の影響を受け変動します。ま

た、発行者の経営・財務状況の変化、およびそれらに関する外部評価の

変化等でも値動きするため、ファンドの基準価額も変動します。したが

って、元金を割り込むことがあります。当ファンドは元金が保証されて

いる商品ではありません。 

投資信託は、金融機関の預金や保険契約とは商品性が異なります。 
 
l 投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象では

ありません。 
l 投資信託は、元金および利回り保証のいずれもありません。 
l 投資信託をご購入されたお客様は、投資した資産の価値の減少を含むリ

スクを負います。 
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ファンドの基本情報

【ファンドの概要】

長期的な観点から、わが国の株式市場全体（東証株価指数）の動きを上回
る投資成果の獲得をめざして運用を行ないます。

商品分類 追加型株式投資信託／国内株式型（一般型）／自動けいぞく投資適用

ファンドの名称 日興アクティブバリュー （以下「ファンド」といいます。）

ファンドの目的

「アクティブバリュー マザーファンド」受益証券ならびにわが国の証券取引所上
場株式を主要投資対象とします。

主な投資対象

・株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への実質投
資割合には制限を設けません。
・同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資
産総額の10％以下とします。
・投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）への実質投資割
合は、信託財産の純資産総額の5%以下とします。
・外貨建資産への投資は行ないません。

主な投資制限

・価格変動リスク
・流動性リスク
・信用リスク

主なリスク

平成9年10月31日から平成19年10月25日までとします。信託期間

毎年10月25日（休業日の場合は翌営業日）決算日

毎決算時に、分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案し
て決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこと
もあります。
＜分配金再投資コース＞
原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再
投資されます。
＜分配金受取りコース＞
毎計算期間終了日後1カ月以内の委託会社の指定する日（原則として
決算日から起算して5営業日目）から収益分配金を支払います。

収益分配

純資産総額に対し年率1.596%（税抜1.52%）信託報酬

参照 
ページ 

18頁

18頁

4・6頁

11頁

24頁

20頁

9頁

9頁

※商品内容を充分にご理解のうえ、お申込みいただきますようお願い申しあげます。



・取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得のお申込
みを行なっていただきます。
・収益分配金の受取方法によって、＜分配金再投資コース＞と＜分配金
受取りコース＞があります。
・＜分配金再投資コース＞をお選びの場合、お申込みの際に、販売会社と
の間で「自動けいぞく（累積）投資契約」を結んでいただきます。なお、販売
会社によっては、別の名称で当該契約と同様の権利義務関係を規定する
契約または規定が用いられることがあります。

申込方法
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【取得申込みの概要】

取扱時間 原則として、午後3時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前11
時）までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とし
ます。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。

申込価額
（発行価格）

取得申込受付日の基準価額とします。
※直近の基準価額につきましては、販売会社ないしは3頁の委託会社の照
会先にお問い合わせください。

申込単位 ＜分配金再投資コース＞
・1,000円以上1,000円単位
・1万円以上1円単位
・（新規申込時）10万円以上1円単位（追加申込時）1万円以上1円単位
＜分配金受取りコース＞
1万口以上1万口単位（当初募集時は1口＝1円）

※販売会社によって取扱コースおよび申込単位は異なります。詳しくは、販売
会社ないしは3頁の委託会社の照会先にお問い合わせください。

申込手数料 販売会社が定めるものとします。
お申込手数料については、販売会社ないしは3頁の委託会社の照会先にお
問い合わせください。
・平成16年1月23日現在、販売会社におけるお申込手数料率は3.15%
（税抜3%）が上限となっております。
・お申込手数料の額（1口当たり）は、お申込価額にお申込手数料率を乗じ
て得た額とします。

・＜分配金再投資コース＞の場合、収益分配金の再投資により取得する
口数については、お申込手数料はかかりません。

・償還乗換、乗換優遇に関わる手数料の取扱いについては、販売会社にお
問い合わせください。

14頁

14頁

14頁

20頁

申込金額 お申込価額に取得申込口数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数
料に係る消費税等相当額を加算した額です。

14頁
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15頁

15頁

15頁

15頁

20頁

20頁

16頁

申込取扱場所 販売会社名につきましては、3頁の委託会社の照会先にお問い合わせください。

払込期日及び
払込取扱場所

・取得申込者は、お申込金額を販売会社が指定する期日までに販売会社
にお支払いいただきます。お申込金額には利息は付利されません。
・お申込期間における各取得申込受付日の発行価額の総額（設定総額）
は、追加設定を行なう日に販売会社より委託会社の口座に払い込まれます。
・委託会社は、発行価額の総額（設定総額）を、追加設定を行なう日に受託
会社のファンドの口座に振り込みます。

申込期間 平成16年1月26日から平成17年1月25日とします。
※平成17年1月26日以降のお申込期間については、あらたに有価証券届
出書を提出することによって更新されます。

原則として、いつでも換金が可能です。途中換金

【換金（解約）の概要】

原則として、午後3時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前11
時）までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とし
ます。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。

取扱時間

解約請求受付日の基準価額とします。解約価額

＜分配金再投資コース＞ 1口単位
＜分配金受取りコース＞ 1万口単位
※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会
社にお問い合わせください。

換金単位

ありません。換金手数料

ありません。信託財産留保額

原則として、解約請求受付日から起算して5営業日目からお支払いします。解約代金の支払い

日興アセットマネジメント株式会社
ホームページ

アドレス http://www.nikko-am.co.jp
コールセンター

電話番号　0120－25－1404
9：00～17：00 土、日、祝日は除く。
ただし、半休日となる場合は9：00～12：00

照会先

（ ）
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ファンドの特色ファンドの特色

1．ファンダメンタルズ分析とバリュエーション分析により、割安と判断される銘
柄に投資します。

企業訪問を中心としたボトムアップ・アプローチにより、個別企業の
ファンダメンタルズを分析

＜ファンダメンタルズ分析＞

ファンダメンタルズ分析をベースに、個別企業ごとに株価水準を多
面的に分析し、ファンダメンタルズに対し割安である銘柄を選定

リスク分析

ポートフォリオの構築

＜バリュエーション分析＞

ファンダメンタルズとは、利益水準、キャッシュフロー、資産価値等の企業の現在
あるいは将来における内在価値をいいます。

＜ファンダメンタルズ＞

ボトムアップ・アプローチとは、ファンドマネジャー、企業調査アナリストが直接
企業訪問するなどして行なった調査に基づき、個別銘柄を分析する手法です。

＜ボトムアップ・アプローチ＞

※最終組入銘柄は、各種のリスク分析を行なったうえで決定します。
※組入銘柄の見直しは、市況環境等に応じ随時行ないます。

主として、「アクティブバリュー マザーファンド」受益証券への投資を通じて、漓ボト
ムアップ・アプローチによる個別企業のファンダメンタルズ分析を行ない、滷ファンダ
メンタルズ分析の結果を重視し、株価の割安性（バリュー）を多面的に分析し、割安な
銘柄に投資を行ないます。（ファミリーファンド方式※）
なお、株式等へ直接投資することもあります。
※後述の「ファミリーファンド方式について」をご参照ください。
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2．長期的な観点から、わが国の株式市場全体の動きを上回る投資成果の獲得をめざ
します。

長期的な観点から、わが国の株式市場全体（東証株価指数）の動きを上回る投資成果の獲得をめ
ざして運用を行ないます。

3．実質的な株式組入率は、原則として100％を維持します。

・「アクティブバリュー マザーファンド」受益証券および株価指数先物取引を含む実質
的な株式組入率は100％を保つことを基本とします。
・市況環境等の変化に基づいた実質株式組入率の変更は原則として行ないません。

ファミリーファンド方式について

ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめてベビーファンドと
し、その資金を主としてマザーファンド受益証券に投資して、実質的な運用をマザーフ
ァンドで行なう仕組みです。

※ベビーファンド（日興アクティブバリュー）は、株式等に直接投資することもあります。
※＜分配金再投資コース＞の場合、原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自
動的に再投資されます。

受益者
国内の

株式等

日興アクティブ

バリュー

アクティブ

バリュー

マザーファンド

＜ベビーファンド＞ ＜マザーファンド＞

申込金

収益分配金
解約金
償還金

投資

損益

投資

損益
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投資方針投資方針

投資方針

投資対象

日興アクティブバリュー アクティブバリュー マザーファンド

□「アクティブバリューマザーファンド」受益
証券ならびにわが国の証券取引所上場株式に
投資を行ない、株価指数先物取引を含む実質
的な株式組入率は100％を保つことを基本と
します。市況環境等の変化に基づいた実質株
式組入率の変更は原則として行ないません。

□株式以外の資産への実質投資割合（マザーフ
ァンドの信託財産に属する株式以外の資産の
うち、この投資信託の信託財産に属するとみ
なした割合を含みます。）は、原則として、信託
財産の総額の50％以下とします。

□株式への投資にあたっては、①ボトムアップ・アプローチによる個別企業のファンダメンタルズ
分析を行ない、②ファンダメンタルズ分析の結果を重視し、株価の割安性（バリュー）を多面的
に分析し、割安な銘柄を選定します。
□最終組入銘柄は各種のリスク分析を行なったうえで決定します。
□組入銘柄の見直しは、市況環境等に応じ随時行ないます。

□ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信託期間、残存元本が運用に支障をきたす水準
となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができない場合があります。

□わが国証券取引所上場株式を主要投資対象と
します。
□株価指数先物取引を含む実質的な株式組入率
は100％を保つことを基本とします。市況環
境等の変化に基づいた実質株式組入率の変更
は原則として行ないません。

□株式以外の資産への投資割合は、原則として、信
託財産の総額の50％以下とします。

種類・項目

1）有価証券

2）有価証券指数等先物取引に係る権利

3）有価証券オプション取引に係る権利

4）外国市場証券先物取引に係る権利

5）金銭債権

6）約束手形

7）金融先物取引等に係る権利

8）金融デリバティブ取引に係る権利

9）金銭、有価証券または金銭債権を信託
する信託（信託財産を主として1）～8）
に掲げる資産に対する投資として運用
することを目的とするものに限ります。）
の受益権

10）為替手形

日興アクティブバリュー

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

アクティブバリュー マザーファンド

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

■投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。
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種類・項目

1）「アクティブバリューマザーファンド」受益証券

2）株券または新株引受権証書

3）国債証券

4）地方債証券

5）特別の法律により法人の発行する債券

6）社債券（新株引受権証券と社債券とが一
体となった新株引受権付社債券（以下「分
離型新株引受権付社債券」といいます。）
の新株引受権証券を除きます。）

7）特定社債券

8）コマーシャル・ペーパー

9）新株引受権証券（分離型新株引受権付
社債券の新株引受権証券を含みます。）お
よび新株予約権証券

10）外国または外国法人の発行する本邦通貨
表示の証券で、3）～9）の証券の性質を有
するもの

11）投資信託または外国投資信託の受益証券

12）投資証券もしくは投資法人債券または外
国投資証券

13）オプションを表示する証券または証書

14）預託証書

15）貸付債権信託受益権

日興アクティブバリュー

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
（マザーファンドの受益証券を除きます。）

○

○

○

○

－

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

アクティブバリュー マザーファンド

■主として次の有価証券に投資することができます。

種類・項目

1）預金

2）指定金銭信託

3）コール・ローン

4）手形割引市場において売買される手形

日興アクティブバリュー

○

○

○

○

○

○

○

○

アクティブバリュー マザーファンド

■次に掲げる金融商品により運用することができます。
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運用体制

運用部門 

【運用の流れ】 

投資委員会 
◎投資環境見通し 

◎株式・公社債等の売買執行 

運用分析会議 
◎運用実績の評価 
◎リスク要因の検討 

各運用セクションは、投資環境見通しに基づき、ファンドの具体的な運用計画を決定します。 

トレーディング部門 トレーディング部門 

◎法令遵守状況の監視 
◎運用状況の管理・分析 
◎各種リスク管理　等 

運用管理部門 運用管理部門 

◎内外経済情勢の分析 
◎個別企業の調査・分析 
◎調査資料の作成 

調査部門 調査部門 

◎海外の金融証券市場等の 
　調査・分析、投資助言等 

海外現地法人 海外現地法人 

1. ファンドの具体的な運用計画を決定します。 

ファンドマネージャーは、ファンドの運用計画に基づき、組入有価証券の売買を指図し、運用を 
実行します。 

2. 運用の実行を指図します。 

種類・項目 日興アクティブバリュー

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

アクティブバリュー マザーファンド

■次の取引ができます。

1）信用取引

2）先物取引等

3）スワップ取引

4）金利先渡取引

5）有価証券の貸付

6）公社債の空売

7）公社債の借入

8）資金の借入
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分配方針

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です。
1）分配対象額の範囲
経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額
とします。

2）分配対象額についての分配方針
分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただ
し、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。

3）留保益の運用方針
収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、約款に定める運用の
基本方針に基づき運用を行ないます。

＜分配金再投資コース＞
原則として、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再投資さ
れます。

＜分配金受取りコース＞
毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として決算日か
ら起算して5営業日目）から収益分配金を支払います。支払いは販売会社におい
て行ないます。

収益分配方針

収益分配金の
支払い

投資制限

＜日興アクティブバリュー＞
1）株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への実質投資割
合には制限を設けません。
2）株式以外の資産への実質投資割合（マザーファンドの信託財産に属する株式
以外の資産のうち、この投資信託の信託財産に属するとみなした割合を含みま
す。）は、原則として、信託財産の総額の50％以下とします。
3）同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産
総額の10％以下とします。
4）投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の5％以下とします。
5）外貨建資産への投資は行ないません。

＜アクティブバリュー マザーファンド＞
1）株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合
には制限を設けません。
2）株式以外の資産への投資割合は、原則として、信託財産の総額の50％以下
とします。
3）同一銘柄の株式への投資は、取得時において信託財産の純資産総額の10％
以下とします。
4）投資信託証券への投資は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。
5）外貨建資産への投資は行ないません。

※その他の投資制限に関しましては「約款」をご覧ください。

約款に定める
投資制限

投資方針 ［日興アクティブバリュー］
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1）同一の法人の発行する株式（投資信託及び投資法人に関する法律）
委託会社は、同一法人の発行する株式を、その運用の指図を行なうすべての委託
者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の
総数が、当該株式に係る議決権の総数に100分の50を乗じて得た数を超えるこ
ととなる場合においては、投資信託財産をもって当該株式を取得することを受託
会社に指図しないものとします。
2）先物取引等の評価損の制限（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則）
委託会社は、投資信託財産の純資産総額に100分の50を乗じて得られる額が当
該投資信託財産に係る次の漓および滷に掲げる額（これに係る取引のうち当該
取引が評価損を生じたのと同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当
該評価益の合計額を控除した額とします。）並びに澆および潺に掲げる額の合計
額を下回ることとなるにもかかわらず、当該投資信託財産に係る有価証券先物取
引等を行なうことまたは継続することを受託会社に指図しないものとします。
漓当該投資信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等
および有価証券店頭オプション等の売付約定に係るものを除きます。）
滷当該投資信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭
オプション取引等のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とそ
の行使価格との差額であって当該オプションの行使に伴い発生すると見込
まれる損失の額から当該オプションに係る帳簿価額を控除した金額であって
評価損となるもの
澆当該投資信託財産をもって取得し現在保有している新株予約権を表示す
る証券または証書に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損とな
るもの
潺当該投資信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証
券または証書に係る時価との差額であって評価損となるもの

法令による投資制限

投資方針 ［日興アクティブバリュー］
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投資リスク

投資リスク ［日興アクティブバリュー］

投資リスク

ファンドのリスク

・当ファンドは、主に「アクティブバリューマザーファンド」受益証券への投資を通じて、
株式に投資します。一般に株式の価格は、国内および国外の経済・政治情勢等
の影響を受け変動します。また、発行者の経営・財務状況の変化、およびそれらに
関する外部評価の変化等でも値動きするため、ファンドの基準価額も変動します。
したがって、元金を割り込むことがあります。当ファンドは元金が保証されている商品
ではありません。
・当ファンドは、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあり
ません。
・信託財産に生じた利益および損失はすべて受益者に帰属します。取得申込者は、
ファンドの投資目的およびリスク要因を充分に認識することが求められます。

当ファンドの主なリスクは以下の通りです。

一般に株式の価格は、国内および国外の経済・政治情勢等の影響を受け変動しま
す。ファンドにおいては株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場
合、重大な損失が生じるリスクがあります。

市場規模や取引量が少ない場合、組入銘柄を売却する際に市場実勢から期待され
る価格で売却できず、不測の損失を被るリスクがあります。

一般に投資した企業の経営等に直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合に
は、ファンドにも重大な損失が生じるリスクがあります。

価格変動リスク

流動性リスク

信用リスク
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投資リスク ［日興アクティブバリュー］

リスク管理体制

国内外の経済見通しおよび市況見通しを決定し、全社的な資産配分（含 通貨配
分）および資産別運用方針の策定を行ないます。

1）投資環境検討会議にて、国内外のアナリスト、ファンドマネージャー、エコノミスト、マ
ーケットアナリストによるリサーチに基づき、マクロ経済環境、市況環境に関する分
析・検討を行ないます。
2）投資委員会にて、投資環境検討会議での検討結果を基に国内外の経済見通
し、市況見通し、資産配分戦略の決定を行ないます。
3）投資委員会の決定を受け、資産別運用方針の策定を行ないます。
盧投信株式運用会議

投信株式運用会議において、運用チームが運用する投信に関して、具体的
運用方針（チームストラテジー、運用チーム別コア銘柄、調査ユニバース）を決
定します。

盪投信債券運用会議
投信債券運用会議において、運用チーム別に担当ファンドに関する具体的
運用方針（デュレーション、残存期間構成、種別構成、クレジット戦略、キャッシ
ュフローマネジメント）を決定します。

※デュレーションとは、金利がある一定の割合で変動した場合、債券の価格がどの
程度変化するかを示す指標です。即ちこの値が大きいほど金利変動に対する債
券価格の変動率が大きくなります。

PLAN
（運用方針の策定）

運 用 方 針 決 定  

投資委員会 

投信株式運用会議 

《PLAN》 運用方針の策定 

《DO》 運用実行 

《CHECK》 運用分析・評価 

投信債券運用会議 

投資環境 
検討会議 

■国内株式運用 
■転換社債運用 
■外国株式運用 

■クオンツ運用 
　（インデックス運用） 

売買執行 

運用分析会議 
クレジット分析会議 

■国内債券運用 
■外国債券／為替運用 

海外拠点 

コンプライアンス 
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投資リスク ［日興アクティブバリュー］

・組織的に決定された具体的運用方針に基づき、各チームにおける運用方針、個別
ファンドのガイドラインに沿って運用を実行します。
・売買執行では、運用チームとトレーディング部門を分離・専門化し、それぞれが明確
な責任のもと、利益相反等の発生しない体制を整備しています。売買執行時には、
トレーダーがファンドマネージャーに対して最適な執行方法を助言、裁量権の範囲
内でトレーダーの判断により執行方法を決定します。
なお、発注に関しては発注政策委員会にて取引金融機関の社会的信用力、情報
提供力、執行対応力を総合的に評価し、発注業者、発注方針等を決定します。

・運用分析会議において、運用ガイドラインの遵守状況および運用スタイルの一貫
性のチェックを多面的（リスク・リターン分析、要因分析、対ベンチマーク運用実績
分析など）に行ない、必要に応じて指導・勧告を行ないます。また、組織運用を重視
する観点から、ファンドマネージャーの投資行動が許容された裁量の範囲内のもの
であるかどうかのチェックを行ないます。
・また、クレジット分析会議にて個別債券に関する信用リスク分析及び評価を行ない
ます。

・当社の業務に係る法令諸規則の遵守状況の管理・監査を行ない、必要に応じて
指導を行ないます。
・また、コンプライアンス委員会において法令遵守を推進していくため、社内の現状
と問題点の報告に基づき、効果的な改善策を決定し、社内管理体制の充実・強
化を図ります。

DO
（運用実行）

CHECK
（運用分析・評価）

コンプライアンス
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お申込み及び換金の手続き ［日興アクティブバリュー］

お申込み及び換金の手続きお申込み及び換金の手続き

申込（販売）手続等

・取得申込者は、販売会社において取引口座を開設のうえ、取得のお申込みを行な
っていただきます。
・原則として、午後3時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前11時）ま
でに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、
上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。
・証券取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情が
あるときは、取得のお申込みの受付を中止すること、および既に受付けた取得のお
申込みの受付を取り消すことがあります。

＜分配金再投資コース＞
・1,000円以上1,000円単位
・1万円以上1円単位
・（新規申込時）10万円以上1円単位（追加申込時）1万円以上1円単位
＜分配金受取りコース＞
1万口以上1万口単位（当初募集時は1口＝1円）

※販売会社によって取扱コースおよび申込単位は異なります。詳しくは、販売会社な
いしは委託会社の照会先にお問い合わせください。

収益分配金の受取方法によって、＜分配金再投資コース＞と＜分配金受取りコー
ス＞の2通りがあります。ただし、販売会社によって取扱コースは異なります。
＜分配金再投資コース＞をお選びの場合
1）お申込みの際に、販売会社との間で「自動けいぞく（累積）投資契約」を結んで
いただきます。なお、販売会社によっては、別の名称で当該契約と同様の権利
義務関係を規定する契約または規定が用いられることがあります。
2）受益証券は、すべて保護預りとなります。
3）収益分配金は、原則として各計算期間終了日の基準価額で再投資されます。
手数料はかかりません。

＜分配金受取りコース＞をお選びの場合
保護預りに関する契約を結んでいただくことにより、販売会社等に受益証券の保
管を委託することができます。

・取得申込受付日の基準価額に取得申込口数を乗じて得た額に、お申込手数料
と当該手数料に係る消費税等相当額を加算した額です。

・お申込金額は、販売会社にお支払いいただきます。

取得の申込み

申込単位

コースの選択

申込金額

お申込手数料 消費税等相当額 

お申込金額 

取得申込受付日の基準価額×取得申込口数 



15

お申込み及び換金の手続き ［日興アクティブバリュー］

・受益者は、償還金額（手取額）の範囲内（単位型証券投資信託については、償還
金額（手取額）とその元本額のいずれか大きい額とします。）で取得する口数に係る
申込手数料を徴収されない措置の適用を受けることができる場合があります。この
償還乗換優遇措置を採用するか否かの選択は販売会社に任せられておりますの
で、販売会社により対応が異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
・この措置の適用を受ける受益者は、販売会社から、償還金の支払いを受けたこと
を証する書類の提示を求められることがあります。

受益者は、信託期間終了日の1年前以内等の一定の要件を満たした証券投資信
託を解約または買取請求により換金した際の代金をもって、換金を行なった販売会
社において、受益証券の取得申込みをする場合の手数料率が割引となる措置の適
用を受けることができる場合があります。この乗換優遇措置を採用するか否かの選択
は販売会社に任せられておりますので、販売会社により対応が異なります。詳しくは、
販売会社にお問い合わせください。

償還乗換

乗換優遇

換金（解約）手続等

・原則として、いつでも換金が可能です。
・原則として、午後3時（わが国の証券取引所が半休日となる場合は午前11時）ま
でに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分とします。なお、
上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。

ファンドの規模および商品性格等に基づき、運用上の支障をきたさないようにするた
め、大口の解約には受付時間制限および金額制限を行なう場合があります。詳しく
は、販売会社にお問い合わせください。

換金の請求

換金制限

解約請求による換金

＜分配金再投資コース＞ 1口単位
＜分配金受取りコース＞ 1万口単位

※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお
問い合わせください。

解約請求受付日の基準価額とします。

1口当たりのお手取額は、解約価額から所得税および地方税（当該解約価額が受
益者毎の個別元本を超過した額に対し10％（内国法人は所得税のみの7％））を差
し引いた金額となります。
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合が
あります。詳しくは、「課税上の取扱い」をご参照ください。

お手取額は、原則として、解約請求受付日から起算して5営業日目からお支払いしま
す。

換金単位

解約価額

手取額

支払開始日
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お申込み及び換金の手続き ［日興アクティブバリュー］

・委託会社は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得
ない事情があるときは、解約請求の受付を中止すること、および既に受付けた解約
請求の受付を取り消すことができます。
・解約請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の解約請
求を撤回できます。ただし、受益者がその解約請求を撤回しない場合には、当該受
付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に解約請求を受付けたものとし
て取扱います。

受付中止

買取請求による換金

＜分配金再投資コース＞ 1口単位
＜分配金受取りコース＞ 1万口単位
※販売会社によっては、換金単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお
問い合わせください。

買取請求受付日の基準価額から受益者毎の個別元本を超過した額に対し7％を
控除した価額となります。
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合が
あります。詳しくは、「課税上の取扱い」をご参照ください。

1口当たりのお手取額は、当該買取価額となります。

・販売会社は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得
ない事情があるときは、委託会社との協議に基づいて受益証券の買取りを中止す
ること、および既に受付けた買取りを取り消すことができます。
・買取請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付当日の買取請求を
撤回できます。ただし、受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受付中
止を解除した後の最初の基準価額の計算日に買取請求を受付けたものとして取
扱います。

換金単位

買取価額

手取額

受付中止
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費用と税金

受益者が、お申込みから換金（解約）までに直接、間接にご負担していただく主な費用・税金は以下の通
りです。
詳しくは、後記（20頁～23頁）の「申込手数料」から「課税上の取扱い」の各項目をご参照ください。
下記の税率は、平成16年1月1日以降平成20年3月31日の間に適用されるものです。

＊内国法人につきましては7%の源泉徴収となります。
※解約または償還により生じた損失については、個人受益者は申告を行なうことにより、株式譲渡益との損益通算が可能となります。
※買取請求に係る課税上の取扱いは、上記と異なります。詳しくは、「課税上の取扱い」をご参照ください。
※お申込手数料は販売会社が定めます。上記は販売会社が定めた手数料率のうち上限の率を記載しております。（平成16年1月23日現在）
※売買委託手数料等には、消費税等相当額がかかります。
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。

時　　期

お申込時
お申込手数料
（1口当たり）

基準価額の3.15％（税抜3％）以内

収益分配時 所得税・地方税
普通分配金に対し10％＊

（うち地方税3％）

換金（解約）時

償還時

換金手数料 ありません

信託財産留保額 ありません

所得税・地方税
解約差益に対し10％＊

（うち地方税3％）

所得税・地方税
償還差益に対し10％＊

（うち地方税3％）

保有時

信託報酬
純資産総額に対し
年率1.596％（税抜1.52％）

監査費用
純資産総額に対し
年率0.0084％（税抜0.008％）以内

売買委託手数料等
組入有価証券の売買にかかる売買委
託手数料等のファンドを運用するための
費用等

費用・税金 内　　　容

直
接
負
担

間
接
負
担
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ファンドの目的 
 
 
 

ファンドの基本的性格 

 

 

 

 

信託金限度額 

 
 
ファンドの沿革 

 

 
ファンド運営の仕組み 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

長期的な観点から、わが国の株式市場全体（東証株価指数）の動きを上回る

投資成果の獲得をめざして運用を行ないます。 

 

追加型株式投資信託／国内株式型（一般型） 

※「国内株式型（一般型）」とは、社団法人投資信託協会が定める分類方法に

おいて、「約款上の株式組入限度 70％以上のファンドで、主として国内株

式に投資するもの」として分類されるファンドをいいます。 

 

・1,000 億円を限度として信託金を追加することができます。 

・委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することができます。

 
平成  9 年 10 月 31 日 ファンドの信託契約締結、運用開始 

平成 13 年 10 月 26 日 ファミリーファンド方式の導入 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1累積投資業務において取扱う有価証券について、金銭の払込方法、有価証券の買
付及び保管の方法等を投資家と販売会社の間で規定したもの。基本的に収益分配
金は再投資され、有価証券は販売会社において混蔵保管されます。「自動けいぞく
投資契約」、「自動積立投資契約」等の名称が用いられることがあります。 

※2 投資信託を販売するルールを委託会社と販売会社の間で規定したもの。販売
会社が行なう受益証券の募集、収益分配金・償還金の支払い、解約請求の受付
等の業務範囲の取り決め等の内容が含まれています。 

※3 投資信託を運営するルールを委託会社と受託会社の間で規定したもの。投資
信託の資産運用や運営方法、委託会社と受託会社および受益者との権利義務関
係、受益者の権利、募集方法等の取り決め等の内容が含まれています。 

 
 
 

 
 

  

フ ァ ン ド の 性 格

投

資

家

《

受

益

者

》

お申込金 

収益分配金

解 約 金

償 還 金

 
 

 

販 

売 

会 

社 

お申込金 

 
 

 

委 

託 

会 

社 

信 託 金

 
 

 

受 

託 

会 

社 

投 資

運用損益

運 用 指 図

窓 口 運 用 管 理

受益証券の募集
の取扱い等に関
する契約 

信託契約 

※1 ※2 ※3

累積投資契約

＜分配金再投資コース＞の場合

収益分配金

解 約 金

償 還 金

収益分配金

解 約 金

償 還 金

証

券

・

金

融

市

場

再信託受託会社 

資産管理業務の委託
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販売会社 
 
 

 
委託会社 

 
 
 
 
受託会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
委託会社の概況 
（平成 16 年 1 月 23 日現在） 

 

 

 
 

・受益証券の募集および販売の取扱い 

・解約、収益分配金および償還金の取扱い 

・目論見書および運用報告書の交付  等 

 

日興アセットマネジメント株式会社 

・信託財産の運用指図 

・受益証券の発行 

・目論見書および運用報告書の作成  等 

 

三井アセット信託銀行株式会社 

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 
※再信託受託会社は、受託会社から当該ファンドの資産管理業務の委託を

受けた受託銀行です。 
・信託財産の管理・保管 

・信託財産の計算 

・基準価額の計算  等 
 

１）名称 

日興アセットマネジメント株式会社 

 
２）代表者の役職氏名 

取締役社長 引間 雅史 

 
３）本店の所在の場所 

東京都千代田区有楽町一丁目 1 番 3 号 

 
４）資本金 

16,174 百万円 

 
５）会社の沿革 

昭和 34 年：日興證券投資信託委託株式会社として設立 

昭和 35 年：「証券投資信託法」（当時）に基づく免許を受けて営業を開始

昭和 60 年：投資顧問業開始 

平成 11 年：日興国際投資顧問株式会社と合併し「日興アセットマネジメ

ント株式会社」に社名変更 

 
６）大株主の状況 

 
 
 
 
 

 

関係法人の名称および
役割 

名  称 住   所 所有株数 所有比率

株式会社 

日興コーディアル グループ
東京都中央区日本橋兜町 6 番 5号 2,768,125 株 99.98％
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申込手数料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
償還乗換 
 
 
 
 
 
 
 
 
乗換優遇 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
換金手数料 
 

信託財産留保額 
 
 
 
 
 
信託報酬 

 

 

 

販売会社が定めるものとします。 

お申込手数料については、販売会社ないしは委託会社の照会先にお問い合わ

せください。 

・平成 16 年 1 月 23 日現在、販売会社におけるお申込手数料率は 3.15％（税

抜 3％）が上限となっております。 

・お申込手数料の額（1 口当たり）は、取得申込受付日の基準価額にお申込

手数料率を乗じて得た額とします。 

・＜分配金再投資コース＞の場合、収益分配金の再投資により取得する口数

については、お申込手数料はかかりません。 

・販売会社は、受益者が償還金額（手取額）の範囲内（単位型証券投資信託

については、償還金額（手取額）とその元本額のいずれか大きい額としま

す。）で取得する口数に係る申込手数料を徴収しないことができます。この

償還乗換優遇措置を採用するか否かの選択は販売会社に任せられておりま

すので、販売会社により対応が異なります。詳しくは、販売会社にお問い

合わせください。この措置の適用を受ける受益者は、販売会社から、償還

金の支払いを受けたことを証する書類の提示を求められることがありま

す。 

・販売会社は、受益者が信託期間終了日の 1 年前以内等の一定の要件を満た

した証券投資信託を解約または買取請求により換金した際の代金をもっ

て、換金を行なった販売会社において、受益証券の取得申込みをする場合

の手数料率を独自に定めることができます。この乗換優遇措置を採用する

か否かの選択は販売会社に任せられておりますので、販売会社により対応

が異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

・償還乗換、乗換優遇に関わる手数料の取扱いについては、販売会社にお問

い合わせください。 

 
 
 
 
ありません。 
 

ありません。 
 
 
 
 
 
信託報酬の総額は、信託財産の純資産総額に対し年 1.596％（税抜 1.52％）

の率を乗じて得た金額とし、計算期間を通じて毎日、費用計上されます。 
 
 
 

 
 

 

  

申 込 手 数 料

換 金 （ 解 約 ） 手 数 料

信 託 報 酬 等
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信託報酬の配分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支払時期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
売買委託手数料等 
 
 
監査費用 
 
 
 
租税等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

信託報酬の配分は、以下の通りとします。 
信託報酬率（年率） 

販売会社毎の純資産総額 
合 計 委託会社 販売会社 受託会社

300 億円以下の部分 
0.651％ 

（0.62％）

0.840％ 

（0.80％）

300 億円超の部分 

1.596％

（1.52％） 0.546％ 

（0.52％）

0.945％ 

（0.90％）

0.105％ 

（0.10％）

※括弧内は税抜です。 
 

信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）は、毎計算期間の最

初の 6 ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日とします。）お

よび毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から支弁します。 
 
 
 
 
信託財産に関する以下の費用およびそれに付随する消費税等相当額は、受益

者の負担とし、信託財産から支弁します。 

 

組入有価証券の売買時の売買委託手数料等および先物・オプション取引に要

する費用等。 

 

信託財産の財務諸表の監査に要する費用は、信託期間を通じて毎日、信託財

産の純資産総額に対し年 0.0084％（税抜 0.008％）以内の率を乗じて得た金

額が費用計上されます。 

 
信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、借入金の利息およ

び立替金の利息。 
 

 
 
 
 
個人受益者および内国法人である受益者に対する課税については、以下のよ

うな取扱いとなります。 
＜個人受益者の場合＞ 

 平成 16 年 1 月 1 日以降 
平成 20 年 3 月 31 日まで

平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金 
普通分配金に対し 
10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

普通分配金に対し 
20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約金 

償還金 

個別元本超過額に対し 

10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

個別元本超過額に対し 
20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約損 

償還損 
解約損または償還損と株式等の譲渡益との損益通算可 

譲渡損益 申告分離課税（株式等の譲渡損益との損益通算可）  

そ の 他 の 手 数 料 等

課 税 上 の 取 扱 い



 

 

手数料等及び税金                              ［日興アクティブバリュー］

22

  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
個人受益者の場合 
 

収益分配金、解約金、
償還金を受取るとき 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
買取請求の取扱い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

法人受益者の場合 
 

収益分配金、解約金、
償還金を受取るとき 
 
 

※確定申告を行ない、総合課税（配当控除の適用あり）を選択することもで

きます。 

※法人の場合、平成16年 1月 1日以降平成 20年 3月 31日までの間は 7％（所

得税のみ）、平成 20 年 4 月 1 日以降は 15％（所得税のみ）の源泉徴収とな

ります。 

 
 
１）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還

時の個別元本超過額については、軽減税率が適用され、10％（所得税 7％

および地方税 3％）の税率による源泉徴収（申告不要）となります。なお、

特別分配金は課税されません。確定申告を行ない、総合課税（配当控除

の適用あり）を選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうことで、

株式等（上場投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）を含みます。）

の譲渡益との損益通算が可能となります。ただし、翌年への繰越しはで

きません。 

２）平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還

時の個別元本超過額については、20％（所得税 15％および地方税 5％）

の税率による源泉徴収（申告不要）となります。なお、特別分配金は課

税されません。確定申告を行ない、総合課税（配当控除の適用あり）を

選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうことで、

株式等（上場投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）を含みます。）

の譲渡益との損益通算が可能となります。ただし、翌年への繰越しはで

きません。 

 
１）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日までの間は、買取価額は、基

準価額から個別元本超過額の 7％を控除した金額となります。譲渡益は、

譲渡所得等とみなされ申告分離課税の対象となり、確定申告を行なうこ

とが必要です。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益通算

が可能となります。ただし、翌年への繰越しはできません。 
２）平成 20 年 4 月 1 日以降は、買取価額は、基準価額から個別元本超過額の

15％を控除した金額となります。譲渡益は、譲渡所得等とみなされ申告

分離課税の対象となり、確定申告を行なうことが必要です。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益通算

が可能となります。ただし、翌年への繰越しはできません。 
 
 
 

１）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還

時の個別元本超過額については、軽減税率が適用され、7％（所得税のみ）

の税率による源泉徴収となります。なお、特別分配金は課税されません。 
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買取請求の取扱い 
 
 
 
 
益金不算入制度の 
適用 
 

個別元本 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
個別元本超過額 
 
 
 
 
普通分配金と 
特別分配金 

 

２）平成 20 年 4 月 1 日以降 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および償還

時の個別元本超過額については、15％（所得税のみ）の税率による源泉

徴収となります。なお、特別分配金は課税されません。 
 
なお、源泉徴収された税金は、所有期間に応じて法人税から控除される場合

があります。 
 
１）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 20 年 3 月 31 日までの間は、買取価額は、基

準価額から個別元本超過額の 7％を控除した金額となります。 

２）平成 20 年 4 月 1 日以降は、買取価額は、基準価額から個別元本超過額の

15％を控除した金額となります。 

 
益金不算入制度が適用される場合があります。 

 
 
・各受益者の買付時の基準価額（お申込手数料および当該手数料に係る消費

税等相当額は含まれません。）が個別元本になります。 
・受益者が同一ファンドを複数回お申込みの場合、1 口当たりの個別元本は、

申込口数で加重平均した値となります。ただし、個別元本は、受益証券を

保護預りとしない場合、複数支店で同一ファンドをお申込みの場合等によ

り把握方法が異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせくださ

い。 
・受益者がすでに発行された受益証券を譲受けた場合等の個別元本は、受益

証券を設定により取得した受益者の個別元本がそのまま引継がれます。 
 
・償還金・解約金を受取る場合、1 口当たりの課税前の受取金額（解約金につ

いては、信託財産留保額がある場合は、信託財産留保額を差し引いた額）

が前記の 1 口当たりの個別元本を上回る金額をいいます。 
・この個別元本超過額が所得税および地方税の課税の対象となります。 
 
・収益分配金には課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いとなる「特別

分配金」（元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 
・受益者が収益分配金を受取る際、 
１）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の 1 口当たりの個別元本と同

額かまたは上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配

金となります。 

２）収益分配金落ち後の基準価額が、受益者の 1 口当たりの個別元本を下

回っている場合には、収益分配金の範囲内でその下回っている部分の

額が特別分配金となり、収益分配金から特別分配金を控除した金額が

普通分配金となります。 

３）収益分配金発生時に、その個別元本から特別分配金を控除した額が、

その後の受益者の個別元本となります。 
 

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になる場合があります。 
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資産の評価 

基準価額の算定 
 
 
 
 
 

有価証券の評価基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基準価額の算出頻度

と公表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保管 
 
 
 
 
信託期間 
 
計算期間 

 
 
 
 
基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入

有価証券を除きます。）を評価して得た信託財産の総額から負債総額を控除

した金額（純資産総額）を、計算日における受益権総口数で除した金額をい

います。ファンドは便宜上、1 万口当たりに換算した価額で表示することが

あります。 
 
信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則に

従って時価評価します。 

 
・ 基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売

会社等で入手することができます。 
・直近の基準価額につきましては、販売会社ないしは下記にお問い合わせく

ださい。 
日興アセットマネジメント株式会社 

ホームページ 
アドレス http://www.nikko-am.co.jp 

コールセンター 
電話番号 0120-25-1404 

（9：00～17：00 土、日、祝日は除く。 
ただし、半休日となる場合は 9：00～12：00） 

 
・＜分配金再投資コース＞の場合、受益証券は、「自動けいぞく（累積）投

資契約」等に基づき、販売会社等において保護預りとさせていただきます。

・＜分配金受取りコース＞の場合、受益者は、販売会社等と取り交わす受益証

券等の保護預り契約により、販売会社等に受益証券の保管を委託できます。

 

平成 9 年 10 月 31 日から平成 19 年 10 月 25 日までとします。 
 

原則として毎年 10 月 26 日から翌年 10 月 25 日までとします。ただし、各計

算期間の末日が休業日のときはその翌営業日を計算期間の末日とします。 
 
 

 
 

  

資 産 管 理 等 の 概 要

【基準価額算出の流れ】

(ａ)信託財産の総額＝ファンドに
組入れられている株式や公社債等
全てを時価等により評価したもの

(ａ)信託財産
の総額

(ａ)－(ｂ)

基準価額基準価額

基準価額＝純資産総額を、計算
日の受益権総口数で割った金額

純資産総額＝(ａ)信託財産の総額から
(ｂ)負債総額（ファンドの運用に必要
な費用等のコスト）を控除したもの(ｂ)負債総額

純資産総額

【基準価額算出の流れ】

(ａ)信託財産の総額＝ファンドに
組入れられている株式や公社債等
全てを時価等により評価したもの

(ａ)信託財産
の総額

(ａ)－(ｂ)

基準価額基準価額

基準価額＝純資産総額を、計算
日の受益権総口数で割った金額

純資産総額＝(ａ)信託財産の総額から
(ｂ)負債総額（ファンドの運用に必要
な費用等のコスト）を控除したもの(ｂ)負債総額

純資産総額
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信託の終了 
（繰上償還） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

信託約款の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
異議の申立て 

 

 
 
１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約

を解約し繰上償還させることができます。 

①受益者の解約により受益権の口数が 10億口を下回ることとなった場合

②繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき 

③やむを得ない事情が発生したとき 

２）この場合、あらかじめ、その旨およびその理由等を公告し、かつ知られ

たる受益者に書面を交付します。公告は日本経済新聞に掲載します。た

だし、全ての受益者に書面を交付した場合は、原則として公告を行ない

ません。 

３）この繰上償還に異議のある受益者は、一定の期間内（1 ヵ月以上で委託会

社が定めます。以下同じ。）に異議を述べることができます。 

４）委託会社は、次のいずれかの場合には、後記「異議の申立て」の規定は

適用せず、信託契約を解約し繰上償還させます。 

①信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、

一定の期間を設けてその公告および書面の交付が困難な場合 

②監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき 

③委託会社が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまた

は業務を廃止したとき（監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の

業務を他の委託会社に引継ぐことを命じ、異議申立の結果、信託約款

の変更が成立の場合を除きます。） 

④受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合に、委託

会社が新受託会社を選任できないとき 

５）繰上償還を行なう際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に

届け出ます。 

 
１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めたときまたはやむを得ない

事情が発生したときは、受託会社と合意の上、この信託約款を変更する

ことができます。信託約款の変更を行なう際には、委託会社は、その旨

をあらかじめ監督官庁に届け出ます。 

２）この変更事項のうち、その内容が重大なものについては、あらかじめ、

その旨およびその内容等を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付

します。公告は日本経済新聞に掲載します。ただし、全ての受益者に書

面を交付した場合は、原則として公告を行ないません。 

３）この信託約款の変更に異議のある受益者は、一定の期間内に異議を述べ

ることができます。 

４）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとす

るときは、後記「異議の申立て」の規定を適用します。 

 

１）繰上償還または信託約款の重大な変更に対して、受益者は一定の期間内

に委託会社に対して所定の手続きにより異議を述べることができます。

一定の期間内に、異議を述べた受益者の受益権口数が受益権総口数の二

分の一を超えるときは、繰上償還または信託約款の変更は行ないません。

 

  

信 託 の 終 了 他
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償還金について 
 
 
 
 
運用報告書の作成 
 
 
 
関係法人との 
契約について 
 
 
 

２）委託会社は、繰上償還または信託約款の変更を行なわない場合は、その

旨およびその理由等を公告し、かつ知られたる受益者に書面を交付しま

す。公告は日本経済新聞に掲載します。ただし、全ての受益者に書面を

交付した場合は、原則として公告を行ないません。 

３）なお、一定の期間内に、異議を述べた受益者の受益権口数が受益権総口

数の二分の一以下で、繰上償還、信託約款の変更を行なう場合は、異議

を述べた受益者は受託会社に対し、自己の有する受益証券を信託財産を

もって買取るべき旨を請求できます。 
 

【繰上償還、信託約款の重大な変更を行なう場合の手続きの流れ】 
 

異議申立者が1/2以下

（受益権口数ベース）

異議申立者が1/2超（受益権口数ベース）

異議申立受付期間
（１ヵ月以上）

　

書
面
の
交
付

　

新
聞
公
告

　

書
面
の
交
付

　

新
聞
公
告

　

異
議
申
立
期
間
終
了

　

異
議
申
立
期
間
終
了

　

繰
上
償
還
の
実
施

　

約
款
変
更
の
実
施

　

繰
上
償
還
の
実
施

　

約
款
変
更
の
実
施

　

監
督
官
庁
へ
届
出

　

監
督
官
庁
へ
届
出

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
終
了

買
取
請
求
受
付
終
了

　
　
　

書
面
の
交
付

　
　
　

新
聞
公
告

　

不
成
立

　
　
　

書
面
の
交
付

　
　
　

新
聞
公
告

　

不
成
立

異議申立者が1/2以下

（受益権口数ベース）

異議申立者が1/2超（受益権口数ベース）

異議申立受付期間
（１ヵ月以上）

　

書
面
の
交
付

　

新
聞
公
告

　

書
面
の
交
付

　

新
聞
公
告

　

異
議
申
立
期
間
終
了

　

異
議
申
立
期
間
終
了

　

繰
上
償
還
の
実
施

　

約
款
変
更
の
実
施

　

繰
上
償
還
の
実
施

　

約
款
変
更
の
実
施

　

監
督
官
庁
へ
届
出

　

監
督
官
庁
へ
届
出

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
開
始

買
取
請
求
受
付
終
了

買
取
請
求
受
付
終
了

　
　
　

書
面
の
交
付

　
　
　

新
聞
公
告

　

不
成
立

　
　
　

書
面
の
交
付

　
　
　

新
聞
公
告

　

不
成
立

 
 
・償還金は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として

償還日（償還日が休業日の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日目）か

ら受益者に支払われます。 
・償還金の支払いは、販売会社において行なわれます。 
 

委託会社は、毎期決算後および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内

容および有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、あらかじ

め届出を受けた住所に販売会社よりお届けします。 

 

販売会社との受益証券の募集の取扱い等に関する契約の有効期間は契約日よ

り 1 年間とします。ただし、期間満了の 3 ヵ月前までに、販売会社、委託会

社いずれからも別段の意思表示がないときは、自動的に 1 年間延長されるも

のとし、以後も同様とします。 
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収益分配金 
・償還金受領権 
 
 
 
 
解約請求権 
 
 
受益権均等分割 
 
 
帳簿閲覧権 
 
 

 

 

 
受益者の有する主な権利は次の通りです。 
 

・受益者は、ファンドの収益分配金・償還金を、所有する受益証券の口数に

応じて受領する権利を有します。 

・ただし、受益者が収益分配金については支払開始日から 5 年間、償還金に

ついては支払開始日から 10 年間請求を行なわない場合はその権利を失い、

その金銭は委託会社に帰属します。 

 
受益者は、受益証券の解約を販売会社を通じて委託会社に請求することがで

きます。 
 
受益者は、所有する受益証券の口数に応じて均等にファンドの受益権を保有

します。 
 
受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する

帳簿書類の閲覧を請求することができます。 
 

 

受 益 者 の 権 利 等
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１）目論見書の表紙に、委託会社の名称、ファンドの基本的性格等を記載し、

委託会社およびファンドのロゴ・マークを表示し、図案を採用すること

があります。 

２）目論見書の表紙裏に、以下の趣旨の文章の全部または一部を記載するこ

とがあります。 

①投資信託は、金融機関の預金や保険契約とは商品性が異なり、預金保

険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではないこと。 

②投資信託は、元金および利回りが保証されているものではないこと。 

③投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入された

お客様が負うこと。 

３）目論見書の巻末に「用語集」を記載します。 

４）目論見書に約款を添付します。有価証券届出書本文「投資制限」の詳細

な内容については、当該約款を参照する旨を記載することで、目論見書

の内容の記載とします。 

５）投信評価機関、投信評価会社等による評価を取得・使用する場合があり

ます。 

６）要約目論見書を使用することがあります。要約目論見書は効力発生後か

ら使用できます。抗力発生日については、決定しだい記載します。 

７）要約目論見書は、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の規定

に基づき、以下のとおり使用することがあります。 

①当該要約目論見書は、ロゴ・マーク、図案を使用するほか、ファンド

の基本的性格を記載し、リーフレット、チラシ、ポスター、パンフレ

ット、ダイレクトメール（はがき、封書用）等として使用されるほか、

新聞、雑誌、電磁媒体および書籍等に掲載されることがあります。 

②当該要約目論見書は、使用形態によってレイアウト、用紙および印刷

の色、デザイン等が変更されることがあります。また、写真、イラス

トを記載して使用することがあります。 

③ファンドにかかる下記のデータを、数値、表、グラフ等で記載するこ

とがあります。なお、記載にあたっては、データを随時更新すること

があります。 

・基準価額（分配金修正後のものを含みます。以下同じ。）の推移 
・直近日の基準価額、純資産総額 
・運用資産の対純資産組入比率 
・期間別の基準価額収益率 
・収益分配実績 
・組入上位銘柄と純資産組入比率 

 

 
 
 
 
 
 

  

目論見書の記載事項等
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名義書換 
 
 
 
 
 
受益者に対する特典 
 
譲渡制限の内容 
 
 
 
 
受益証券の再発行 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内国投資信託 
受益証券の形態等 
 
発行数 
 
発行価額の総額 
（設定総額） 
 
振替機関に関する事項 
 
有価証券届出書の写し

を縦覧に供する場所 

 

 
 
・受益証券は、原則として無記名式です。 

・ただし、委託会社の指定する手続きにより、記名式に変更することもでき

ます。この場合、委託会社は、受益者の名簿を作成します。 

・名義書換手数料は、ありません。 

・名義書換の手続きは、毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停止します。 

 

ありません。 

 

・譲渡制限はありません。 

・ただし、記名式の受益証券の譲渡は、委託会社の定める手続きによる名義

書換によらなければ、委託会社及び受託会社に対抗することができません。

 

・無記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手続きによっ

て公示催告による除権判決の謄本を添え、再交付を請求したときは、無記

名式の受益証券を再交付します。 

・記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手続きによって

再交付を請求したときは、記名式の受益証券を再交付します。 

・受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え、委託会社の定

める手続きにより再交付を請求したときは、委託会社は受益証券を再交付

します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、上記受益証券の再交付の手

続きを準用します。 

・受益証券を再交付するときは、委託会社は受益者に対し実費を請求するこ

とができます。 

 

 

 

 

 

・無記名式の追加型証券投資信託受益証券です。 
・格付は取得しておりません。 

 

発行価額の総額（設定総額）が 5 兆円に相当する口数を上限とします。 

 

5 兆円を上限とします。 
 
 
該当ありません。 

 

該当ありません。 

 

 

 

そ の 他

内国投資信託受益証券
事務の概要 
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（1）投資状況
（平成15年11月28日 現在）

保有数量（千口） 時価（千円） 投資比率（％）

　親投資信託受益証券 ---------------- 4,574,704   98.65   

　内　アクティブバリュー マザーファンド 4,602,781　 4,574,704   98.65   

有価証券指数等先物取引契約残高（買建） ---------------- (    50,200 ) (    1.08 ) 

コール・ローン等、その他資産  (負債控除後） ---------------- 62,373   1.35   

純資産総額 ---------------- 4,637,078   100.00   

 （注1）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。以下同じ。

 （注2）アクティブバリュー マザーファンドにおける受益権総口数は 4,602,781 千口です。

 （注3）有価証券指数等先物取引契約残高の時価は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。

（参考）アクティブバリュー マザーファンド （平成15年11月28日 現在）

投資比率（％）

　株式　　　　　 99.51   

内 日本　　　　　 99.51   

コール・ローン等、その他資産  (負債控除後） 0.49   

純資産総額 100.00   

 （注4）投資資産の内書きの時価及び投資比率は地域別の内訳です。

（2）運用実績

 ① 純資産の推移

分配落ち 分配付き 分配落ち 分配付き

 設 　 定 　 時     (1997年10月31日) 1.0000　 1.0000　 13,690　 13,690　

 第 1 計算期間末    (1998年10月26日) 0.8547　 0.8547　 11,995　 11,995　

 第 2 計算期間末    (1999年10月25日) 1.0600　 1.1100　 18,562　 19,438　

 第 3 計算期間末    (2000年10月25日) 1.0139　 1.0239　 9,526　 9,620　

 第 4 計算期間末    (2001年10月25日) 0.8531　 0.8531　 7,609　 7,609　

 第 5 計算期間末    (2002年10月25日) 0.7071　 0.7071　 5,432　 5,432　

 第 6 計算期間末    (2003年10月27日) 0.8318　 0.8318　 4,718　 4,718　

2002年11月末日

2002年12月末日

2003年01月末日

2003年02月末日

2003年03月末日

2003年04月末日

2003年05月末日

2003年06月末日

2003年07月末日

2003年08月末日

2003年09月末日

2003年10月末日

2003年11月末日 0.8130          

4,552,425   

4,390　        

0.7500          4,427　        

0.8313          4,733　        

0.8417          4,772　        

投資資産の種類

１口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円）

期別
１口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円）

投資資産の種類 時価（千円）

4,552,425   

22,324   

0.7175          5,375　        

0.6347          4,173　        

0.6783          

0.7162          

0.6618          

0.6318          

0.8168          

4,574,750   

4,637　        

4,957　        

4,688　        

0.6616          

0.6602          

4,702　        

4,534　        

4,264　        

4,256　        
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 ② 分配の推移

第 1 期

第 2 期

第 3 期

第 4 期

第 5 期

第 6 期

 ③ 収益率の推移

第 1 期 △ 14.53　　　　 

第 2 期 29.87　　　　 

第 3 期 △ 3.41　　　　 

第 4 期 △ 15.86　　　　 

第 5 期 △ 17.11　　　　 

第 6 期 17.64　　　　 

(注）収益率とは、計算期間末の純資産額（分配付き）から直前の計算期間末の純資産額（分配落ち）を控除した額を

　　 直前の計算期間末の純資産額（分配落ち）で除して100を乗じた数です。

　　 なお、第１期の直前の計算期間末の純資産額（分配落ち）は、設定時の純資産額とします。

（3）設定及び解約の実績
設定数量・解約数量は次の通りです。

第 1 計算期間

第 2 計算期間

第 3 計算期間

第 4 計算期間

第 5 計算期間

第 6 計算期間

（注）第１計算期間の設定数量には、当初募集数量（13,690,937,728 口）を含みます。

247,129,642     2,257,410,679     

3,000,691,938     3,477,515,491     

29,434,282,984     

18,064,368,615     32,099,395,937     

734,238,034     1,971,014,957     

32,910,825,747     

11,498,592,598     19,614,104,664     

１口当たり税込み分配金（円）

0    　　 

設定数量（口）

収益率（％）

0.0500    　　 

0.0100    　　 

0    　　 

0    　　 

解約数量（口）

0    　　 
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（１）　当ファンドの財務諸表は、第5期計算期間（平成13年10月26日から平成14年10月25日ま
で）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵
省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の2、及び「担保附社
債信託法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（平成14年内閣府令第17号）附則第10条
により、改正前の「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並び
に運用報告書に関する規則」（平成12年総理府令第133号。以下「投資信託財産計算規則」
という。）に基づいて作成しており、第6期計算期間（平成14年10月26日から平成15年10月
27日まで）については、「財務諸表等規則」並びに同規則第2条の2の規定により、改正後
の「投資信託財産計算規則」に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（２）　当ファンドは、証券取引法第193条の2の規定に基づき、第5期計算期間（平成13年10月26
日から平成14年10月25日まで）及び第6期計算期間（平成14年10月26日から平成15年10月27
日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。その監査
報告書は、該当する財務諸表の直前に添付しております。
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財務諸表
日興アクティブバリュー

（１）　貸借対照表

(単位：円）
第　5　期 第　6　期

期　　別　　 平成 14 年 10 月 25 日現在 平成 15 年 10 月 27 日現在
科　　目 金　　額 金　　額

470,210             203,592              

91,645,475          80,929,912           

5,357,593,385       4,664,289,972        

380,690             326,232              

75,000,000          10,000,000           

1,500,000           -                    

1,860,000           1,140,000            

5,528,449,760       4,756,889,708        

5,528,449,760       4,756,889,708        

1,361,478           -                    

-                   400,000              

40,080,846          1,454,671            

3,589,958           2,417,090            

50,978,319          34,323,566           

287,140             193,313              

96,297,741          38,788,640           

96,297,741          38,788,640           

7,682,457,543       5,672,176,506        

2,250,305,524       954,075,438          

（ -                   ） （ 53,104,887           ）

（ 1,167,359,991       ） （ ）

2,250,305,524       -                    

-                   △954,075,438        

5,432,152,019       4,718,101,068        

5,528,449,760       4,756,889,708        

剰 余 金 合 計

期 末 欠 損 金

Ⅱ 欠 損 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

（ う ち 分 配 準 備 積 立 金 ）

（ う ち 当 期 損 失 ）

欠 損 金 合 計

純 資 産 合 計

Ⅱ 剰 余 金

Ⅰ 元 本

元 本

資 産 の 部

Ⅰ 流 動 資 産

金 銭 信 託

コ ー ル ・ ロ ー ン

親 投 資 信 託 受 益 証 券

前 払 金

派 生 商 品 評 価 勘 定

未 収 入 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

Ⅰ 流 動 負 債

そ の 他 未 払 費 用

未 払 委 託 者 報 酬

未 払 解 約 金

未 払 受 託 者 報 酬

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

純 資 産 の 部

前 受 金

派 生 商 品 評 価 勘 定

差 入 委 託 証 拠 金
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（２）　損益及び剰余金計算書

(単位：円）
第　5　期 第　6　期

期　　別 自 平 成 13 年 10 月 26 日 自 平 成 14 年 10 月 26 日

至 平 成 14 年 10 月 25 日 至 平 成 15 年 10 月 27 日

科　　目 金　　額 金　　額

2,971,115           -                   

2,263               746                 

△1,029,246,671     756,546,587         

△27,431,033        7,010,879           

△1,053,704,326     763,558,212         

7,438,089           4,924,052           

105,622,644         69,923,232          

594,932             393,810             

113,655,665         75,241,094          

△1,167,359,991     688,317,118         

△1,167,359,991     688,317,118         

△1,167,359,991     688,317,118         

76,472,067          11,940,171          

1,310,004,743       2,250,305,524       

296,159,287         662,091,180         

（ 296,159,287         ） （ 662,091,180         ）

（ -                   ） （ -                   ）

145,572,144         66,118,383          

（ -                   ） （ -                   ）

（ 145,572,144         ） （ 66,118,383          ）

-                   -                   

2,250,305,524       954,075,438         

Ⅲ当期一部解約に伴う当期損失又は当期純損失分配額

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 ( △ )

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 ( △ )

Ⅵ 欠 損 金 増 加 額

当 期 純 利 益 又 は 当 期 損 失 ( △ )

Ⅴ 欠 損 金 減 少 額

Ⅳ 期 首 欠 損 金

Ⅷ 期 末 欠 損 金

( 当 期 一 部 解 約 に 伴 う 欠 損 金 減 少 額 ）

( 当 期 追 加 信 託 に 伴 う 欠 損 金 減 少 額 ）

Ⅶ 分 配 金

( 当 期 一 部 解 約 に 伴 う 欠 損 金 増 加 額 ）

( 当 期 追 加 信 託 に 伴 う 欠 損 金 増 加 額 ）

受 取 配 当 金

委 託 者 報 酬

そ の 他 費 用

営 業 費 用 合 計

営 業 収 益 合 計

受 託 者 報 酬

経 常 損 益 の 部

Ⅱ 営 業 費 用

受 取 利 息

有 価 証 券 売 買 等 損 益

派 生 商 品 取 引 等 損 益

営 業 損 益 の 部

Ⅰ 営 業 収 益
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重
要
な
会
計

方
針

第
5

期
第

6
期

項
　
目

１
．

(
1
)

(
2
)

(
3
)

２
．

期
　
別

有
価
証
券
の

評
価
基
準
及

び
評
価
方
法

時
価
が

入
手
で
き
な
か

っ
た
有
価
証

券

証
券

取
引
所
に
上
場

さ
れ
て
い
る

有
価

証
券

は
、
原
則
と
し

て
証
券
取
引

所
に

お
け

る
計
算
期
間
末

日
の
最
終
相

場
（
外

貨
建
証
券
の
場

合
は
計
算
期

間
末

日
に

お
い
て
知
り
う

る
直
近
の
日

の
最

終
相

場
）
で
評
価
し

て
お
り
ま
す

。

当
該

有
価
証
券
に

つ
い
て
は
、

原
則
と

し
て

、
日
本
証
券

業
協
会
等
発

表
の
店

頭
売

買
参
考
統
計

値
（
平
均
値

）
等
、

金
融

機
関
の
提
示

す
る
価
額
（

た
だ

し
、

売
気
配
相
場

は
使
用
し
な

い
）
又

は
価

格
提
供
会
社

の
提
供
す
る

価
額
の

い
ず

れ
か
か
ら
入

手
し
た
価
額

で
評
価

し
て

お
り
ま
す
。

適
正

な
評
価
額
を
入

手
で
き
な
か

っ
た

場
合

又
は
入
手
し
た

評
価
額
が
時

価
と

認
定

で
き
な
い
事
由

が
認
め
ら
れ

た
場

合
は

、
投
資
信
託
委

託
業
者
が
忠

実
義

務
に

基
づ
い
て
合
理

的
な
事
由
を

も
っ

て
時

価
と
認
め
た
価

額
も
し
く
は

受
託

者
と

協
議
の
う
え
両

者
が
合
理
的

事
由

を
も

っ
て
時
価
と
認

め
た
価
額
で

評
価

し
て

お
り
ま
す
。

証
券

取
引
所
に
上

場
さ
れ
て
い

な
い
有

価
証

券

証
券

取
引
所
に
上

場
さ
れ
て
い

る
有
価

証
券

親
投
資
信
託

受
益
証
券

移
動
平
均
法

に
基
づ
き
当

該
親
投
資
信

託
受
益
証
券
の

基
準
価
額
で

評
価
し
て
お

り
ま
す
。

－

親
投
資
信
託
受

益
証
券

　
　
　
　
　
　

　
　
同
左

デ
リ

バ
テ
ィ
ブ
取

引

同
左

デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
等
の
評
価

基
準
及
び
評

価
方
法

デ
リ
バ
テ
ィ
ブ

取
引

個
別

法
に
基
づ
き
原

則
と
し
て
時

価
で

評
価

し
て
お
り
ま
す

。

当
フ
ァ
ン

ド
は
平
成
1
3
年
1
0
月
2
6
日
よ

り
当
フ
ァ

ン
ド
の
運
用

資
産
を
新
た
に

設
定
さ
れ

る
親
投
資
信

託
に
時
価
で
組

入
れ
る
と

と
も
に
、
当

該
親
投
資
信
託

受
益
証
券

を
取
得
で
き

る
よ
う
に
す
る

こ
と
を
目

的
と
し
て
、

当
フ
ァ
ン
ド
の

約
款
を
変

更
す
る
こ
と

に
つ
き
平
成
1
3

年
8
月
6
日
付
け
で
社

内
規
定
に
基
づ

き
決
裁
す
る

と
と
も
に
、

平
成
1
3
年
8
月

2
4
日
に

「
投
資
信
託

及
び
投
資
法
人

に
関
す
る
法

律
」
第
３
０

条
に
基
づ
く
約

款
変
更
に

異
議
の
あ
る

受
益
者
の
買
取

に
係
る
新

聞
公
告
を
行

い
、
平
成
1
3
年

1
0
月
2
6
日
に
信
託

約
款
を
変
更
し

ま
し

た
。

（
追
加
情
報

）

自
平

成
1
3
年

1
0
月

2
6
日

至
平

成
1
4
年

1
0
月

2
5
日

自
平

成
1
4
年

1
0
月

2
6
日

至
平

成
1
5
年

1
0
月

2
5
日

株
式
は
移
動
平

均
法
に
基
づ

き
、
以
下

の
と
お
り
原
則

と
し
て
時
価

で
評
価
し

て
お
り
ま
す
。

第
5

期
第

6
期

項
　
目

３
．

４
．

期
　

別

受
取

配
当
金

の
計

上
基
準

収
益

及
び
費

用
の
計

上
基

準 そ
の

他
財
務

諸
表
作

成
の

た
め

の
基
本

と
な
る

重
要

な
事

項

受
取
配

当
金
は

原
則

と
し
て

、
株
式

の
配
当
落

ち
日
に

お
い

て
、
そ

の
金
額

が
確
定
し

て
い
る

も
の

に
つ
い

て
は
当

該
金
額
、

未
だ
確

定
し

て
い
な

い
場
合

に
は
予
想

配
当
金

額
の

9
0
％
を

計
上
し

、
残
額
に

つ
い
て

は
入

金
時
に

計
上
し

て
お
り
ま

す
。

－

自
平

成
1
3
年

1
0
月

2
6
日

至
平

成
1
4
年

1
0
月

2
5
日

自
平

成
1
4
年

1
0
月

2
6
日

至
平

成
1
5
年

1
0
月

2
7
日

当
フ

ァ
ン

ド
の

計
算

期
間

は
原

則
と

し
て

、
毎

年
1
0
月

2
6
日

か
ら

翌
年

1
0
月

2
5
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
各

計
算

期
間

終
了

日
に

該
当

す
る

日
（

以
下

｢
該

当
日

｣
と

い
い

ま
す

。
）

が
休

業
日

の
と

き
、

各
計

算
期

間
終

了
日

は
、

該
当

日
以

降
の

営
業

日
で

あ
る

日
の

う
ち

、
該

当
日

に
最

も
近

い
日

と
し

、
そ

の
翌

日
よ

り
次

の
計

算
期

間
が

始
ま

る
も

の
と

い
た

し
ま

す
の

で
、

当
計

算
期

間
は

平
成

1
4
年

1
0
月

2
6
日

か
ら

平
成

1
5
年

1
0
月

2
7
日

ま
で

と
な

っ
て

お
り

ま
す
。

－

自
平

成
14

年
10

月
26

日
至

平
成

15
年

10
月

27
日
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注
記

事
項

（
貸

借
対

照
表
関

係
）

期
首

元
本

額
期
首

元
本

額

期
中

追
加

設
定
元

本
額

期
中

追
加

設
定

元
本

額

期
中

解
約

元
本
額

期
中

解
約

元
本

額

元
本
の

欠
損

（
損

益
及

び
剰
余

金
計

算
書

関
係

）

Ａ
計

算
期

末
に

お
け

る
費

用
控

除
後

の
配

当
等
収

益
Ａ

計
算

期
末

に
お

け
る

費
用

控
除
後

の
配

当
等

収
益

Ｂ
Ｂ

Ｃ
信

託
約

款
に

定
め

る
収

益
調

整
金

Ｃ
信
託

約
款

に
定

め
る

収
益

調
整
金

Ｄ
信

託
約

款
に

定
め

る
分

配
準

備
積

立
金

Ｄ
信
託

約
款

に
定

め
る

分
配

準
備
積

立
金

Ｅ
分

配
対

象
収

益
（

Ａ
+
Ｂ

+
Ｃ

+
Ｄ

）
Ｅ

分
配

対
象

収
益

（
Ａ

+
Ｂ

+
Ｃ

+
Ｄ

）

Ｆ
分

配
対

象
収

益
（

一
口

当
た

り
）

Ｆ
分
配

対
象

収
益

（
一

口
当

た
り

）

（
一
万

口
当

た
り

）
（

一
万

口
当

た
り
）

Ｇ
分

配
金

額
Ｇ

分
配

金
額

Ｈ
分

配
金

額
（

一
口

当
た

り
）

Ｈ
分
配

金
額

（
一

口
当

た
り

）

（
一
万

口
当

た
り

）
（

一
万

口
当

た
り
）

0
円

0
.
0
1
0
6
円

費
用

控
除

後
、

繰
越

欠
損

金
補
填

後
の

有
価

証
券

売
買
等

損
益

1
0
6
円

0
円

0
円

1
1
,
5
5
6
,
1
6
0
円

0
円

第
　

5
　

期
第

　
6
　

期

平
成
1
5
年

1
0
月

2
7
日

現
在

平
成

1
4
年

1
0
月

2
5
日
現

在

自
平

成
1
3

年
1
0

月
2
6

日

0
円

5
3
,
1
0
4
,
8
8
7
円

0
円

7
,
5
4
2
,
0
9
5
円

0
円

6
0
,
6
4
6
,
9
8
2
円

0
円

8
,
9
1
9
,
2
3
4
,
4
6
6
円

１
．

1
,
9
7
1
,
0
1
4
,
9
5
7
円

第
　

5
　

期
第

　
6
　

期2
4
7
,
1
2
9
,
6
4
2
円

2
,
2
5
7
,
4
1
0
,
6
7
9
円

7
3
4
,
2
3
8
,
0
3
4
円

２
．

貸
借
対

照
表

上
の

純
資
産

額
が

元
本

総
額
を

下
回

っ
て

お
り

、
そ

の
差

額
は
9
5
4
,
0
7
5
,
4
3
8
円

で
あ

り
ま

す
。7
,
6
8
2
,
4
5
7
,
5
4
3
円

費
用

控
除

後
、
繰

越
欠

損
金

補
填

後
の

有
価
証

券
売

買
等

損
益

1
1
,
5
5
6
,
1
6
0
円

0
.
0
0
1
5
円

1
5
円

0
円

0
円

0
円

自
平

成
1
4

年
1
0

月
2
6

日

至
平

成
1
4

年
1
0

月
2
5

日
至

平
成

1
5

年
1
0

月
2
7

日

分
配
金

の
計

算
過

程
分

配
金

の
計

算
過

程

（
有
価
証
券
関
係
）

第
5
期

（
自

　
平

成
1
3
年

1
0
月

2
6
日

　
　

至
　

平
成

1
4
年
1
0
月

2
5
日

）

売
買
目
的
有
価
証
券

（
単
位
：
円
）

種
　
　
類

親
投
資
信
託

受
益
証
券

合
　
　
計

第
6
期

（
自

　
平

成
1
4
年

1
0
月

2
6
日

　
　

至
　

平
成

1
5
年
1
0
月

2
7
日

）

売
買
目
的
有
価
証
券

（
単
位
：
円
）

種
　
　
類

親
投
資
信
託

受
益
証
券

合
　
　
計

4
,
6
6
4
,
2
8
9
,
9
7
2

7
6
3
,
4
4
7
,
7
6
9

4
,
6
6
4
,
2
8
9
,
9
7
2

7
6
3
,
4
4
7
,
7
6
9

貸
借
対
照
表
計
上
額

当
計
算
期
間
の
損
益
に
含
ま
れ
た
評
価

差
額

△
 
9
3
0
,
4
9
0
,
0
4
5

貸
借
対
照
表
計
上
額

5
,
3
5
7
,
5
9
3
,
3
8
5

当
計
算
期
間
の
損
益
に
含
ま
れ
た
評
価

差
額

5
,
3
5
7
,
5
9
3
,
3
8
5

△
 
9
3
0
,
4
9
0
,
0
4
5

（
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
関

係
）

Ⅰ
　

取
引

の
状

況
に

関
す

る
事
項

第
　

5
　

期
第

　
6
　

期

自
 
平

成
13

年
1
0
月

2
6
日

自
 
平
成

14
年

1
0
月
2
6
日

至
 
平

成
14

年
1
0
月

2
5
日

至
 
平
成

15
年

1
0
月
2
7
日

取
引

の
内

容
当

投
資
信

託
が

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

は
、

内
外

の
取

引
所

に
お

け
る

有
価

証
券

先
物

取
引

、
有

価
証

券
指

数
等

先
物

取
引

、
有

価
証

券
オ

プ
シ

ョ
ン
取

引
、

金
利

先
物

取
引

、
金

利
オ

プ
シ

ョ
ン

取
引

、
ス

ワ
ッ

プ
取

引
、

お
よ

び
金

利
先

渡
取

引
で

あ
り

ま
す

。

取
引

の
利

用
目

的
お

よ
び

取
引
に

対
す

る
取

組
方
針

市
場

動
向

を
勘

案
し

、
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
を

行
う

方
針

で
あ

り
ま

す
。

ま
た

信
託

財
産

に
属

す
る

資
産

の
効

率
的

な
運

用
に

資
す

る
た

め
に

行
う

こ
と

が
で

き
ま

す
。

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

の
内

容
デ

リ
バ
テ

ィ
ブ

取
引

に
は

、
有

価
証

券
、

為
替

、
金

利
等

の
市

場
価

格
が

変
動

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

発
生

す
る

リ
ス

ク
が

あ
り

ま
す

。

取
引

に
係

る
リ

ス
ク

管
理

体
制

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

の
執

行
・

管
理

に
つ

い
て

は
、

取
引

権
限

お
よ

び
取

引
限

度
額

等
を

定
め

た
規

定
に

従
っ

て
、

運
用

部
門

が
執

行
し

、
リ

ス
ク

管
理

部
門

が
日

常
的

に
こ

れ
を

監
視

し
て

お
り

ま
す

。

同
左

同
左

同
左

同
左
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Ⅱ
　

取
引
の

時
価

等
に

関
す

る
事
項

(
株

式
関

連
）

（
単

位
：

円
）

時
　

　
価

評
価
損

益
時

　
　

価
評

価
損

益

う
ち
１

年
超

う
ち

１
年

超

株
価

指
数

先
物

取
引

買
　

　
建

5
2
,
9
2
0
,
0
0
0

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
1
,
9
6
0
,
0
0
0

△
9
6
0
,
0
0
0

4
0
,
9
8
0
,
0
0
0

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
1
,
3
2
0
,
0
0
0

3
4
0
,
0
0
0

5
2
,
9
2
0
,
0
0
0

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
1
,
9
6
0
,
0
0
0

△
9
6
0
,
0
0
0

4
0
,
9
8
0
,
0
0
0

-
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
1
,
3
2
0
,
0
0
0

3
4
0
,
0
0
0

(
注

）
時

価
の

算
定

方
法

１
．

２
．

先
物

取
引

の
残

高
表
示

は
契

約
額

ベ
ー

ス
で

す
。

３
．

契
約

額
等

に
は

手
数
料

相
当

額
を

含
ん

で
お

り
ま

せ
ん

。

区 分
種

　
　

　
　

類

第
5
期

（
平

成
1
4
年

1
0
月

2
5
日

現
在
）

第
6
期

（
平

成
1
5
年

1
0
月

2
7
日

現
在

）

契
　
約

　
額

　
等

契
　

約
　

額
　
等

市 　 場 　 取 　 引

合
　

　
　

　
　
　

　
　

計

計
算

日
に

知
り

う
る

直
近

の
日

の
、

主
た
る

取
引

所
の

発
表

す
る

清
算

値
段

又
は

最
終

相
場

で
評

価
し

て
い
ま

す
。

２
つ

以
上

の
取

引
所

に
上

場
さ

れ
て

い
て
、

か
つ

当
該

取
引

所
相

互
間

で
反

対
売

買
が

可
能

な
先

物
取

引
に
つ

い
て

は
、

取
引

量
等

を
勘

案
し

て
評

価
を

行
う
取

引
所

を
決

定
し

ま
す
。

（
１

口
当
た

り
情

報
）

　
１

口
当
た

り
純

資
産

額
0
.
70

7
1
円

　
１

口
当

た
り

純
資

産
額

0
.8

3
1
8円

（
１

万
口
当

た
り

純
資

産
額

）
（

 
7
,0

7
1
 円

）
（

１
万
口

当
た

り
純

資
産

額
）

（
 
8,

3
1
8 

円
）

平
成
1
5
年

1
0
月

2
7日

現
在

第
　
6
　

期
第

　
5
　

期

平
成

14
年

1
0
月

2
5
日

現
在

（
３

）
　
附

 
属
 
明

 細
 
表

　
第

１
　
有

価
証

券
明
細

表

　
(
1
)
　
株

　
　
式

該
当

事
項

は
あ

り
ま
せ

ん
。

　
(
2
)
　
株

式
以
外

の
有

価
証
券

　
（

親
投

資
信
託

受
益

証
券
）

(
単

位
：

円
）

種
類

銘
柄

　
　

券
面

総
額

　
　

評
価

額
備
考

親
投

資
信

託
受

益
証

券
ア
ク

テ
ィ

ブ
バ

リ
ュ
ー

マ
ザ

ー
フ

ァ
ン

ド
4
,
5
93
,
5
4
9,
3
1
3

4
,
6
6
4,
2
8
9
,9
7
2

合
計

4
,
5
93
,
5
4
9,
3
1
3

4
,
6
6
4,
2
8
9
,9
7
2

（
注

）
親

投
資

信
託
受

益
証

券
に

お
け

る
券

面
総

額
欄

の
数

値
は

、
口

数
を

表
示

し
て

お
り

ま
す

。

　
第

２
　
有

価
証

券
先
物

取
引

等
及
び

為
替

予
約

取
引
の

契
約

額
等
及

び
時

価
の

状
況
表

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引
に

関
す

る
注
記

に
記

載
し

て
お
り

ま
す

。
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１
．

「
ア

ク
テ

ィ
ブ

バ
リ
ュ

ー
　

マ
ザ
ー

フ
ァ

ン
ド
」

の
状

況
な
お

、
以

下
に
記

載
し

た
情
報

は
監

査
の
対

象
外

で
あ

り
ま
す

。

（
１

）
　

貸
借

対
照
表

(
単

位
：
円

）

科
　

　
目

金
　
　

額
金

　
　

額

15
,9
5
8,
6
16

  
 
  
 
 

1
5,
2
29
,
55
8

  
 
  
 
 

5,
3
27
,7
2
6,
6
00

  
 
 

4
,
64
0,
1
43
,7
0
0

  
 
 

79
,2
8
1,
3
44

  
 
  
 
 

1
9,
3
25
,
53
8

  
 
  
 
 

23
,9
6
8,
7
95

  
 
  
 
 

1
7,
4
98
,
45
7

  
 
  
 
 

5,
4
46
,9
3
5,
3
55

  
 
 

4
,
69
2,
1
97
,2
5
3

  
 
 

14
,5
7
7,
8
21

  
 
  
 
 

1
7,
9
76
,
15
9

  
 
  
 
 

75
,0
0
0,
0
00

  
 
  
 
 

1
0,
0
00
,
00
0

  
 
  
 
 

89
,5
7
7,
8
21

  
 
  
 
 

2
7,
9
76
,
15
9

  
 
  
 
 

6,
3
08
,9
8
8,
9
14

  
 
 

4
,
59
3,
5
49
,3
1
3

  
 
 

5,
3
57
,3
5
7,
5
34

  
 
 

4
,
66
4,
2
21
,0
9
4

  
 
 

5,
4
46
,9
3
5,
3
55

  
 
 

4
,
69
2,
1
97
,2
5
3

  
 
 

5,
3
57
,3
5
7,
5
34

  
 
 

4
,
66
4,
2
21
,0
9
4

  
 
 

貸
借

対
照

表
純

資
産

総
額

信
託

財
産

純
資

産
総

額

負
債

合
計

元
本

負
債

・
貸

借
対

照
表

純
資

産
総

額

未
払

金

未
払

解
約

金

資
産

合
計

未
収

配
当

金

未
収

入
金

純
資

産
の

部

コ
ー

ル
・

ロ
ー

ン

株
券

資
産

の
部

負
債

の
部

（
参

考
）

平
成

1
5
年
1
0
月

2
7
日
現

在

ア
ク

テ
ィ

ブ
バ
リ

ュ
ー

　
マ

ザ
ー
フ

ァ
ン

ド

対
象

年
月

日
　
　

平
成

1
4
年
1
0
月

2
5
日

現
在

　
当

フ
ァ

ン
ド

は
「
ア

ク
テ

ィ
ブ
バ

リ
ュ

ー
　
マ

ザ
ー

フ
ァ

ン
ド
」

受
益

証
券
を

主
要

投
資

対
象
と

し
て

お
り
、

貸
借

対
照
表

の
資

産
の

部
に
計

上
さ

れ
た
「

親
投

資
信
託

受
益

証
券

」
は
、

同
親

投
資
信

託
の

受
益

証
券
で

す
。

な
お
、

同
親

投
資
信

託
の

状
況

は
次
の

通
り

で
す
。

重
要

な
会
計

方
針

第
5

期
第

6
期

項
　

目

１
．

(
1
)

(
1
)

(
2
)

(
2
)

(
3
)

(
3
)

２
．

３
．

対
象
期

間

有
価

証
券

の
評
価

基
準

及
び
評

価
方

法

時
価
が

入
手
で

き
な

か
っ

た
有
価

証
券証

券
取
引

所
に
上

場
さ

れ
て

い
る
有

価
証

券
は

、
原
則

と
し

て
証

券
取
引

所
に

お
け

る
計
算

期
間

末
日

の
最
終

相
場

（
外

貨
建
証

券
の

場
合

は
計
算

期
間

末
日

に
お
い

て
知

り
う

る
直
近

の
日

の
最

終
相
場

）
で

評
価

し
て
お

り
ま

す
。

当
該
有

価
証

券
に
つ

い
て

は
、

原
則

と
し
て

、
日

本
証
券

業
協

会
等

発
表

の
店
頭

売
買

参
考
統

計
値

（
平

均
値

）
等

、
金

融
機
関

の
提

示
す

る
価

額
（
た

だ
し

、
売
気

配
相

場
は

使
用

し
な
い

）
又

は
価
格

提
供

会
社

の
提

供
す
る

価
額

の
い
ず

れ
か

か
ら

入
手

し
た
価

額
で

評
価
し

て
お

り
ま

す
。

適
正

な
評

価
額
を

入
手

で
き

な
か
っ

た
場

合
又

は
入
手

し
た

評
価

額
が
時

価
と

認
定

で
き
な

い
事

由
が

認
め
ら

れ
た

場
合

は
、
投

資
信

託
委

託
業
者

が
忠

実
義

務
に
基

づ
い

て
合

理
的
な

事
由

を
も

っ
て
時

価
と

認
め

た
価
額

も
し

く
は

受
託
者

と
協

議
の

う
え
両

者
が

合
理

的
事
由

を
も

っ
て

時
価
と

認
め

た
価

額
で
評

価
し

て
お

り
ま
す

｡

証
券
取

引
所
に

上
場

さ
れ

て
い
な

い
有

価
証

券

証
券
取

引
所
に

上
場

さ
れ

て
い
る

有
価

証
券

受
取

配
当

金
の

計
上
基

準
収

益
及

び
費
用

の
計

上
基

準
受

取
配

当
金
は

原
則

と
し

て
、
株

式
の

配
当

落
ち
日

に
お

い
て

、
そ
の

金
額

が
確

定
し
て

い
る

も
の

に
つ
い

て
は

当
該

金
額
、

未
だ

確
定

し
て
い

な
い

場
合

に
は
予

想
配

当
金

額
の
9
0
％

を
計
上

し
、
残

額
に

つ
い

て
は
入

金
時

に
計

上
し
て

お
り

ま
す

。

同
左

時
価

が
入

手
で

き
な
か

っ
た

有
価

証
券

同
左

同
左

同
左

証
券

取
引

所
に

上
場
さ

れ
て

い
な

い
有
価

証
券

証
券

取
引

所
に

上
場
さ

れ
て

い
る

有
価
証

券

受
取

配
当
金

の
計

上
基

準

同
左

－

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ
等

の
評

価
基
準

及
び

評
価
方

法
デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

個
別

法
に

基
づ
き

原
則

と
し

て
時
価

で
評

価
し

て
お
り

ま
す

。

自
平

成
13

年
10

月
26

日
至

平
成

14
年

10
月

25
日

株
式
は
移

動
平

均
法

に
基
づ

き
、

以
下

の
と
お
り

原
則

と
し

て
時
価

で
評

価
し

て
お
り
ま

す
。

株
式
は

移
動

平
均

法
に
基

づ
き

、
以

下
の
と
お

り
原

則
と

し
て
時

価
で

評
価

し
て
お
り

ま
す

。

自
平

成
1
4
年

1
0
月

2
6
日

至
平

成
1
5
年

1
0
月

2
7
日
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注
記

事
項

（
貸

借
対

照
表

関
係

）

平
成
1
4
年

1
0
月

2
5
日
現

在
平

成
1
5
年

1
0
月

2
7
日

現
在

　
期

　
　

　
首

　
期
　

　
　

首

　
期

首
元

本
額

　
期
首

元
本

額

　
期

首
か

ら
の

追
加

設
定

元
本

額
　

期
首

か
ら

の
追
加

設
定

元
本

額

　
期

首
か

ら
の

解
約

元
本

額
　

期
首

か
ら

の
解
約

元
本

額

（
合

計
）

（
合

計
）

※
　

当
該

親
投

資
信

託
受

益
証

券
を
投

資
対

象
と

す
る

証
券

投
資

信
託

ご
と

の
元
本

額

　
平

成
1
4
年

1
0
月
2
5
日
現

在
の

元
本

の
内

訳
　

※

日
興
ア

ク
テ

ィ
ブ
バ

リ
ュ

ー
6
,
3
0
8
,
9
8
8
,
9
1
4
円

平
成
1
3
年

1
0
月

2
6
日

1
,
3
7
3
,
3
4
0
,
8
6
3
円

7
,
6
3
2
,
3
2
9
,
7
7
7
円

5
0
,
0
0
0
,
0
0
0
円

平
成

1
4
年

1
0
月
2
6
日

4
,
5
9
3
,
5
4
9
,
3
1
3
円

6
,
3
0
8
,
9
8
8
,
9
1
4
円

1
7
6
,
5
5
4
円

1
,
7
1
5
,
6
1
6
,
1
5
5
円

　
平
成

1
5
年

1
0
月

2
7
日

現
在

の
元

本
の

内
訳

　
※

日
興

ア
ク

テ
ィ

ブ
バ

リ
ュ
ー

6
,
3
0
8
,
9
8
8
,
9
1
4
円

4
,
5
9
3
,
5
4
9
,
3
1
3
円

（
有

価
証

券
関

係
）

　
対

象
期

間
（

自
　

平
成
1
3
年

1
0
月

2
6日

　
　

至
　

平
成

14
年
1
0
月

2
5
日

）

　
　

売
買

目
的

有
価

証
券

（
単
位

：
円

）

種
　

　
類

株
式

合
　

　
計

　
対

象
期

間
（

自
　

平
成
1
4
年

1
0
月

2
6日

　
　

至
　

平
成

15
年
1
0
月

2
7
日

）

　
　

売
買

目
的

有
価

証
券

（
単
位

：
円

）

種
　

　
類

株
式

合
　

　
計

（
注

）

4
,
64

0
,
14

3
,
70

0
5
9
9,
6
6
7,

0
0
2

貸
借

対
照

表
計
上

額
当

計
算

期
間

の
損
益

に
含

ま
れ

た
評
価

差
額

4
,
64

0
,
14

3
,
70

0
5
9
9,
6
6
7,

0
0
2

5
,
32

7
,
72

6
,
60

0
△

 
1,

0
7
8,
9
4
0,

0
3
7

当
計

算
期

間
の

損
益

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
は

、
親

投
資

信
託

の
期

首
日
か

ら
日

興
ア

ク
テ
ィ

ブ
バ

リ
ュ

ー
の

期
末

日
ま

で
の

期
間

に
対
応

す
る

金
額

で
あ

り
ま

す
。

貸
借

対
照

表
計
上

額
当

計
算

期
間

の
損
益

に
含

ま
れ

た
評
価

差
額

5
,
32

7
,
72

6
,
60

0
△

 
1,

0
7
8,
9
4
0,

0
3
7

（
デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

関
係

）

Ⅰ
　
取

引
の

状
況

に
関

す
る

事
項

自
 
平

成
1
3
年

1
0
月
2
6
日

自
 
平

成
1
4
年

1
0
月
2
6
日

至
 
平

成
1
4
年

1
0
月
2
5
日

至
 
平

成
1
5
年

1
0
月
2
7
日

取
引
の

内
容

当
投
資

信
託

が
利

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
は

、
内

外
の

取
引

所
に

お
け

る
有

価
証

券
先

物
取

引
、

有
価

証
券

指
数

等
先

物
取

引
、

有
価

証
券

オ
プ

シ
ョ
ン

取
引

、
金

利
先

物
取

引
、

金
利

オ
プ

シ
ョ

ン
取

引
、

ス
ワ

ッ
プ

取
引

、
お

よ
び

金
利

先
渡

取
引

で
あ

り
ま

す
。

取
引
の

利
用

目
的

お
よ

び
取

引
に

対
す

る
取

組
方

針
市

場
動

向
を

勘
案

し
、

デ
リ

バ
テ

ィ
ブ

取
引

を
行

う
方

針
で

あ
り

ま
す

。
ま

た
信

託
財

産
に

属
す

る
資

産
の

効
率

的
な

運
用

に
資

す
る

た
め

に
行

う
こ

と
が

で
き

ま
す

。

取
引
に

係
る

リ
ス

ク
の

内
容

デ
リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
に

は
、

有
価

証
券

、
為

替
、

金
利

等
の

市
場

価
格

が
変

動
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
発

生
す

る
リ

ス
ク

が
あ

り
ま

す
。

取
引
に

係
る

リ
ス

ク
管

理
体

制
デ

リ
バ

テ
ィ

ブ
取

引
の

執
行

・
管

理
に

つ
い

て
は

、
取

引
権

限
お

よ
び

取
引

限
度

額
等

を
定

め
た

規
定

に
従

っ
て

、
運

用
部

門
が

執
行

し
、

リ
ス

ク
管

理
部

門
が

日
常

的
に

こ
れ

を
監

視
し

て
お

り
ま

す
。

Ⅱ
　
取

引
の

時
価

等
に

関
す

る
事

項

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

－ － － －

（
１

口
当

た
り

情
報

）

　
１

口
当

た
り

純
資

産
額

0.
8
49

2
円

　
１

口
当

た
り

純
資

産
額

1.
0
1
54

円

（
１

万
口

当
た

り
純

資
産

額
）

（
 
8
,
49

2
 
円

）
（

１
万

口
当

た
り

純
資

産
額

）
（

 
10

,
1
54

 
円

）

平
成

1
4年

10
月

25
日

現
在

平
成

1
5
年

1
0月

27
日

現
在
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（
２
）
　

附
 属

 明
 細

 表

　
第
１
　

有
価
証
券

明
細
表

　
(1
)
　
株
　
　

式
（

単
位
：

株
、
円
）

単
価

金
額

1
72
1

ｺ
ﾑｼ
ｽ
 ﾎ
-
ﾙﾃ
ﾞ
ｲﾝ
ｸﾞ
ｽ

1
9,
0
00

6
36
.0
0

1
2,
0
84
,
00
0

1
91
1

ｽ
ﾐﾄ
ﾓ
 ﾘ
ﾝ
ｷﾞ
ﾖ
ｳ

2
0,
0
00

8
98
.0
0

1
7,
9
60
,
00
0

1
96
9

ﾀ
ｶｻ
ｺ
ﾞ 
ﾈ
ﾂｶ
ﾞ
ｸｺ
ｳｷ
ﾞ
ﾖｳ

7
8,
0
00

6
18
.0
0

4
8,
2
04
,
00
0

1
97
3

ﾆ
ﾎﾝ
 
ﾃﾞ
ﾝ
ｷｼ
ｽ
ﾃﾑ
ｹﾝ
ｾ
ﾂ

4
9,
4
00

8
05
.0
0

3
9,
7
67
,
00
0

2
33
1

ｿ
ｳｺ
ﾞ
ｳ 
ｹ
ｲﾋ
ﾞ
 ﾎ
ｼﾖ
ｳ

1
7,
2
00

1,
4
98
.
00

2
5,
7
65
,
60
0

2
50
2

ｱ
ｻﾋ
 
ﾋﾞ
-
ﾙ

5
2,
0
00

9
14
.0
0

4
7,
5
28
,
00
0

2
90
8

ﾌ
ｼﾞ
ﾂ
ｺ

1
4,
0
00

1,
0
70
.
00

1
4,
9
80
,
00
0

2
91
4

ﾆ
ﾎﾝ
 
ﾀﾊ
ﾞ
ｺｻ
ﾝ
ｷﾞ
ﾖｳ

39
7
3
9,
0
00
.0
0

2
8,
8
21
,
00
0

3
59
6

ﾜ
-ﾙ
ﾄ
ﾞ

3,
6
00

2,
8
60
.
00

1
0,
2
96
,
00
0

3
86
1

ｵ
ｳｼ
ﾞ
 ｾ
ｲ
ｼ

4
0,
0
00

5
76
.0
0

2
3,
0
40
,
00
0

3
94
1

ﾚ
ﾝｺ
ﾞ
-

1
9
5,
0
00

3
13
.0
0

6
1,
0
35
,
00
0

4
00
5

ｽ
ﾐﾄ
ﾓ
 ｶ
ｶ
ﾞｸ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

7
3,
0
00

4
00
.0
0

2
9,
2
00
,
00
0

4
02
1

ﾆ
ﾂｻ
ﾝ
 ｶ
ｶ
ﾞｸ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

2
6,
0
00

9
49
.0
0

2
4,
6
74
,
00
0

4
02
3

ｸ
ﾚﾊ
 
ｶｶ
ﾞ
ｸｺ
ｳ
ｷﾞ
ﾖｳ

9
2,
0
00

4
33
.0
0

3
9,
8
36
,
00
0

4
06
1

ﾃ
ﾞﾝ
ｷ
 ｶ
ｶ
ﾞｸ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

1
4
1,
0
00

3
28
.0
0

4
6,
2
48
,
00
0

4
20
3

ｽ
ﾐﾄ
ﾓ
 ﾍ
ﾞ
-ｸ
ﾗ
ｲﾄ

8
9,
0
00

6
33
.0
0

5
6,
3
37
,
00
0

4
32
4

ﾃ
ﾞﾝ
ﾂ
ｳ

60
4
9
6,
0
00
.0
0

2
9,
7
60
,
00
0

4
45
2

ｶ
ｵｳ

1
0,
0
00

2,
3
55
.
00

2
3,
5
50
,
00
0

4
50
2

ﾀ
ｹﾀ
ﾞ
 ﾔ
ｸ
ﾋﾝ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

2
8,
5
00

3,
8
90
.
00

1
1
0,
8
65
,
00
0

4
52
3

ｴ
-ｻ
ﾞ
ｲ

1
8,
2
00

2,
6
50
.
00

4
8,
2
30
,
00
0

4
53
6

ｻ
ﾝﾃ
ﾝ
 ｾ
ｲ
ﾔｸ

1
4,
9
00

1,
1
52
.
00

1
7,
1
64
,
80
0

4
90
1

ﾌ
ｼﾞ
ｼ
ﾔｼ
ﾝ
 ﾌ
ｲ
ﾙﾑ

2
7,
0
00

3,
2
00
.
00

8
6,
4
00
,
00
0

5
10
8

ﾌ
ﾞﾘ
ﾁ
ﾞｽ
ﾄ
ﾝ

2
8,
0
00

1,
4
23
.
00

3
9,
8
44
,
00
0

5
19
1

ﾄ
ｳｶ
ｲ
 ｺ
ﾞ
ﾑｺ
ｳ
ｷﾞ
ﾖｳ

2
3,
0
00

1,
5
00
.
00

3
4,
5
00
,
00
0

5
20
1

ｱ
ｻﾋ
 
ｶﾞ
ﾗ
ｽ

7,
0
00

7
99
.0
0

5,
5
93
,
00
0

5
23
3

ﾀ
ｲﾍ
ｲ
ﾖｳ
 
ｾﾒ
ﾝ
ﾄ

1
4
0,
0
00

2
51
.0
0

3
5,
1
40
,
00
0

5
41
1

ｼ
ﾞｴ
ｲ
 ｴ
ﾌ
 ｲ
-

2
8,
0
00

2,
6
30
.
00

7
3,
6
40
,
00
0

5
90
1

ﾄ
ｳﾖ
ｳ
 ｾ
ｲ
ｶﾝ

1
2,
0
00

1,
2
59
.
00

1
5,
1
08
,
00
0

5
93
8

ｲ
ﾅﾂ
ｸ
ｽ 
ﾄ
ｽﾃ
ﾑ

8,
0
00

1,
8
49
.
00

1
4,
7
92
,
00
0

6
01
3

ﾀ
ｸﾏ

3
2,
0
00

5
73
.0
0

1
8,
3
36
,
00
0

6
11
3

ｱ
ﾏﾀ
ﾞ

1
4
9,
0
00

4
57
.0
0

6
8,
0
93
,
00
0

6
43
6

ｱ
ﾏﾉ

2
6,
0
00

7
39
.0
0

1
9,
2
14
,
00
0

6
47
9

ﾐ
ﾈﾍ
ﾞ
ｱ

1
9
1,
0
00

6
19
.0
0

1
1
8,
2
29
,
00
0

6
50
3

ﾐ
ﾂﾋ
ﾞ
ｼ 
ﾃ
ﾞﾝ
ｷ

1
4
0,
0
00

4
88
.0
0

6
8,
3
20
,
00
0

6
59
2

ﾏ
ﾌﾞ
ﾁ
 ﾓ
-
ﾀ-

4,
5
00

8,
3
30
.
00

3
7,
4
85
,
00
0

6
65
1

ﾆ
ﾂﾄ
ｳ
 ｺ
ｳ
ｷﾞ
ﾖ
ｳ

5
1,
4
00

8
10
.0
0

4
1,
6
34
,
00
0

6
70
1

ﾆ
ﾎﾝ
 
ﾃﾞ
ﾝ
ｷ

1
6,
0
00

9
35
.0
0

1
4,
9
60
,
00
0

6
72
3

N
EC
 
ｴﾚ
ｸ
ﾄﾛ
ﾆ
ｸｽ

1,
3
00

7,
7
70
.
00

1
0,
1
01
,
00
0

6
75
2

ﾏ
ﾂｼ
ﾀ
 ﾃ
ﾞ
ﾝｷ
ｻ
ﾝｷ
ﾞﾖ
ｳ

2
4,
0
00

1,
3
28
.
00

3
1,
8
72
,
00
0

6
75
8

ｿ
ﾆ-

8,
0
00

3,
8
20
.
00

3
0,
5
60
,
00
0

6
76
2

ﾃ
ｲ-
ﾃ
ﾞｲ
-
ｹ-

9,
1
00

6,
8
30
.
00

6
2,
1
53
,
00
0

6
76
4

ｻ
ﾝﾖ
ｳ
 ﾃ
ﾞ
ﾝｷ

7
1,
0
00

4
79
.0
0

3
4,
0
09
,
00
0

6
77
0

ｱ
ﾙﾌ
ﾟ
ｽ 
ﾃ
ﾞﾝ
ｷ

1
2,
0
00

1,
7
99
.
00

2
1,
5
88
,
00
0

6
80
4

ﾎ
ｼﾃ
ﾞ
ﾝ

4
6,
0
00

1,
5
19
.
00

6
9,
8
74
,
00
0

6
81
6

ｱ
ﾙﾊ
ﾟ
ｲﾝ

1
6,
0
00

1,
4
58
.
00

2
3,
3
28
,
00
0

6
82
7

ﾄ
ｳﾎ
ｸ
 ﾊ
ﾟ
ｲｵ
ﾆ
ｱ

2
7,
7
00

1,
8
00
.
00

4
9,
8
60
,
00
0

6
90
2

ﾃ
ﾞﾝ
ｿ
-

2
2,
3
00

2,
2
00
.
00

4
9,
0
60
,
00
0

6
96
7

ｼ
ﾝｺ
ｳ
 ﾃ
ﾞ
ﾝｷ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

4,
0
00

2,
6
00
.
00

1
0,
4
00
,
00
0

6
97
6

ﾀ
ｲﾖ
ｳ
 ﾕ
ｳ
ﾃﾞ
ﾝ

1
7,
0
00

1,
5
62
.
00

2
6,
5
54
,
00
0

6
99
1

ﾏ
ﾂｼ
ﾀ
 ﾃ
ﾞ
ﾝｺ
ｳ

3
2,
0
00

8
00
.0
0

2
5,
6
00
,
00
0

備
　
　
　

考
評
　
　
価

　
　
額

株
　

　
数

銘
　
　
　

　
柄

単
価

金
額

6
99
5

ﾄ
ｳｶ
ｲ
 ﾘ
ｶ
ﾃﾞ
ﾝ
ｷ

4
3,
0
00

9
53
.0
0

4
0,
9
79
,
00
0

6
99
7

ﾆ
ﾂﾎ
ﾟ
ﾝ 
ｹ
ﾐｺ
ﾝ

1
8
2,
0
00

4
22
.0
0

7
6,
8
04
,
00
0

7
01
1

ﾐ
ﾂﾋ
ﾞ
ｼ 
ｼ
ﾞﾕ
ｳ
ｺｳ
ｷﾞ
ﾖ
ｳ

1
4
9,
0
00

3
17
.0
0

4
7,
2
33
,
00
0

7
20
1

ﾆ
ﾂｻ
ﾝ
 ｼ
ﾞ
ﾄﾞ
ｳ
ｼﾔ

9
6,
5
00

1,
2
16
.
00

1
1
7,
3
44
,
00
0

7
20
3

ﾄ
ﾖﾀ
 
ｼﾞ
ﾄ
ﾞｳ
ｼ
ﾔ

4
7,
7
00

3,
2
10
.
00

1
5
3,
1
17
,
00
0

7
22
6

ｷ
ﾖｸ
ﾄ
ｳ 
ｶ
ｲﾊ
ﾂ
ｺｳ
ｷﾞ
ﾖ
ｳ

4
3,
0
00

8
83
.0
0

3
7,
9
69
,
00
0

7
23
0

ﾆ
ﾂｼ
ﾝ
 ｺ
ｳ
ｷﾞ
ﾖ
ｳ

1
0,
8
00

2,
4
15
.
00

2
6,
0
82
,
00
0

7
25
9

ｱ
ｲｼ
ﾝ
 ｾ
ｲ
ｷ

1
4,
6
00

1,
5
22
.
00

2
2,
2
21
,
20
0

7
26
7

ﾎ
ﾝﾀ
ﾞ
 ｷ
ﾞ
ｹﾝ
ｺ
ｳｷ
ﾞﾖ
ｳ

1
9,
8
00

4,
3
30
.
00

8
5,
7
34
,
00
0

7
27
0

ﾌ
ｼﾞ
 
ｼﾞ
ﾕ
ｳｺ
ｳ
ｷﾞ
ﾖｳ

1
1
4,
0
00

4
95
.0
0

5
6,
4
30
,
00
0

7
43
3

ﾊ
ｸﾄ
ｳ

5
0,
3
00

1,
4
92
.
00

7
5,
0
47
,
60
0

7
47
6

ｱ
ｽﾞ
 
ﾜﾝ

4
6,
8
00

1,
8
80
.
00

8
7,
9
84
,
00
0

7
58
1

ｻ
ｲｾ
ﾞ
ﾘﾔ

1
3,
5
00

1,
0
56
.
00

1
4,
2
56
,
00
0

7
75
1

ｷ
ﾔﾉ
ﾝ

4,
0
00

5,
3
20
.
00

2
1,
2
80
,
00
0

7
86
2

ﾄ
ﾂﾊ
ﾟ
ﾝ.
ﾌ
ｵ-
ﾑ
ｽﾞ

1
6,
5
00

1,
1
74
.
00

1
9,
3
71
,
00
0

7
97
4

ﾆ
ﾝﾃ
ﾝ
ﾄﾞ
ｳ

1,
9
00

8,
4
50
.
00

1
6,
0
55
,
00
0

8
01
6

ｵ
ﾝﾜ
-
ﾄﾞ
 
ｶｼ
ﾔ
ﾏ

1
9,
0
00

1,
1
73
.
00

2
2,
2
87
,
00
0

8
02
8

ﾌ
ｱﾐ
ﾘ
- 
ﾏ
-ﾄ

8,
5
00

2,
3
65
.
00

2
0,
1
02
,
50
0

8
03
1

ﾐ
ﾂｲ
 
ﾌﾞ
ﾂ
ｻﾝ

8
0,
0
00

8
02
.0
0

6
4,
1
60
,
00
0

8
06
0

ｷ
ﾔﾉ
ﾝ
 ﾊ
ﾝ
ﾊﾞ
ｲ

1
0,
0
00

9
11
.0
0

9,
1
10
,
00
0

8
09
2

ﾌ
ｼﾞ
ﾂ
ｳ 
ﾋ
ﾞｼ
ﾞ
ﾈｽ
ｼｽ
ﾃ
ﾑ

2
3,
5
00

1,
4
30
.
00

3
3,
6
05
,
00
0

8
15
1

ﾄ
ｳﾖ
ｳ
 ﾃ
ｸ
ﾆｶ

1
9,
1
00

1,
3
63
.
00

2
6,
0
33
,
30
0

8
17
0

ｱ
ﾃﾞ
ﾗ
ﾝｽ

1
1,
5
00

1,
9
80
.
00

2
2,
7
70
,
00
0

8
18
0

ｽ
ｶｲ
ﾗ
-ｸ

3
4,
4
00

1,
8
23
.
00

6
2,
7
11
,
20
0

8
18
4

ｼ
ﾏﾁ
ﾕ
ｳ

2
0,
7
00

2,
1
10
.
00

4
3,
6
77
,
00
0

8
25
2

ﾏ
ﾙｲ

3
5,
8
00

1,
3
46
.
00

4
8,
1
86
,
80
0

8
26
4

ｲ
ﾄ-
 
ﾖ-
ｶ
ﾄﾞ
ｳ

4,
0
00

3,
9
10
.
00

1
5,
6
40
,
00
0

8
30
6

ﾐ
ﾂﾋ
ﾞ
ｼﾄ
ｳ
ｷﾖ
ｳ
ﾌｲ
ﾅﾝ
ｼ
ﾔﾙ

1
46

7
9
0,
0
00
.0
0

1
1
5,
3
40
,
00
0

8
31
6

ﾐ
ﾂｲ
 
ｽﾐ
ﾄ
ﾓ 
ﾌ
ｲﾅ
ﾝｼ
ﾔ
ﾙ

1
10

5
5
9,
0
00
.0
0

6
1,
4
90
,
00
0

8
33
2

ﾖ
ｺﾊ
ﾏ
 ｷ
ﾞ
ﾝｺ
ｳ

1
1
0,
0
00

4
70
.0
0

5
1,
7
00
,
00
0

8
36
9

ｷ
ﾖｳ
ﾄ
 ｷ
ﾞ
ﾝｺ
ｳ

4
0,
0
00

5
89
.0
0

2
3,
5
60
,
00
0

8
40
3

ｽ
ﾐﾄ
ﾓ
 ｼ
ﾝ
ﾀｸ
 
ｷﾞ
ﾝｺ
ｳ

9
4,
0
00

6
10
.0
0

5
7,
3
40
,
00
0

8
57
0

ｲ
ｵﾝ
 
ｸﾚ
ｼ
ﾞﾂ
ﾄ
ｻ-
ﾋﾞ
ｽ

1
2,
1
00

4,
8
50
.
00

5
8,
6
85
,
00
0

8
59
1

ｵ
ﾘﾂ
ｸ
ｽ

1,
3
00

8,
9
00
.
00

1
1,
5
70
,
00
0

8
60
1

ﾀ
ﾞｲ
ﾜ
ｼﾖ
ｳ
ｹﾝ
ｸ
ﾞﾙ
-ﾌ
ﾟ
 ﾎ
ﾝ
ｼﾔ

3
3,
0
00

8
09
.0
0

2
6,
6
97
,
00
0

8
60
4

ﾉ
ﾑﾗ
 
ﾎ-
ﾙ
ﾃﾞ
ｲ
ﾝｸ
ﾞｽ

5
1,
0
00

1,
8
32
.
00

9
3,
4
32
,
00
0

8
76
6

ﾐ
ﾚｱ
 
ﾎ-
ﾙ
ﾃﾞ
ｲ
ﾝｸ
ﾞｽ

37
1
,3
7
0,
0
00
.
00

5
0,
6
90
,
00
0

8
80
2

ﾐ
ﾂﾋ
ﾞ
ｼ 
ｼ
ﾞｼ
ﾖ

8
1,
0
00

1,
0
64
.
00

8
6,
1
84
,
00
0

8
83
0

ｽ
ﾐﾄ
ﾓ
 ﾌ
ﾄ
ﾞｳ
ｻ
ﾝ

6
1,
0
00

9
92
.0
0

6
0,
5
12
,
00
0

9
02
0

ﾋ
ｶﾞ
ｼ
ﾆﾎ
ﾝ
 ﾘ
ﾖ
ｶｸ
ﾃﾂ
ﾄ
ﾞｳ

1
11

5
0
4,
0
00
.0
0

5
5,
9
44
,
00
0

9
30
2

ﾐ
ﾂｲ
 
ｿｳ
ｺ

7
6,
0
00

2
61
.0
0

1
9,
8
36
,
00
0

9
40
4

ﾆ
ﾎﾝ
 
ﾃﾚ
ﾋ
ﾞﾎ
ｳ
ｿｳ
ﾓｳ

3,
3
80

1
6,
5
20
.
00

5
5,
8
37
,
60
0

9
40
9

ﾃ
ﾚﾋ
ﾞ
 ｱ
ｻ
ﾋ

3
17

1
7
5,
0
00
.0
0

5
5,
4
75
,
00
0

9
43
2

ﾆ
ﾂﾎ
ﾟ
ﾝ 
ﾃ
ﾞﾝ
ｼ
ﾝﾃ
ﾞﾝ
ﾜ

1
91

4
9
0,
0
00
.0
0

9
3,
5
90
,
00
0

9
43
3

ｹ
-ﾃ
ﾞ
ｲ-
ﾃ
ﾞｲ
-
ｱｲ

1
02

6
0
3,
0
00
.0
0

6
1,
5
06
,
00
0

9
43
7

ｴ
ﾇ.
ﾃ
ｲ.
ﾃ
ｲ.
ﾄ
ﾞｺ
ﾓ

5
07

2
4
5,
0
00
.0
0

1
2
4,
2
15
,
00
0

9
50
1

ﾄ
ｳｷ
ﾖ
ｳ 
ﾃ
ﾞﾝ
ﾘ
ﾖｸ

3
0,
8
00

2,
3
35
.
00

7
1,
9
18
,
00
0

9
50
8

ｷ
ﾕｳ
ｼ
ﾕｳ
 
ﾃﾞ
ﾝ
ﾘﾖ
ｸ

1
7,
5
00

1,
7
76
.
00

3
1,
0
80
,
00
0

9
53
1

ﾄ
ｳｷ
ﾖ
ｳ 
ｶ
ﾞｽ

4
1,
0
00

3
64
.0
0

1
4,
9
24
,
00
0

9
68
2

D
TS

9,
7
00

2,
4
35
.
00

2
3,
6
19
,
50
0

9
84
0

ﾎ
-ﾏ
ﾂ
ｸ

1
3,
5
00

7
80
.0
0

1
0,
5
30
,
00
0

9
86
1

ﾖ
ｼﾉ
ﾔ
 ﾃ
ﾞ
ｲ-
.
ｱﾝ
ﾄﾞ
.
ｼ-

3
18

1
6
4,
0
00
.0
0

5
2,
1
52
,
00
0

9
94
5

ﾌ
ﾟﾚ
ﾅ
ｽ

6,
2
00

2,
6
00
.
00

1
6,
1
20
,
00
0

9
95
2

ﾄ
ﾞﾄ
-
ﾙ 
ｺ
-ﾋ
-

5
2,
6
00

1,
8
71
.
00

9
8,
4
14
,
60
0

4
,0
1
0,
0
18

4
,
64
0,
1
43
,
70
0

備
　
　
　

考

合
　
　
　

　
計

評
　
　
価

　
　
額

株
　

　
数

銘
　
　
　

　
柄



 

 

ファンドの経理状況                             ［日興アクティブバリュー］

43

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　(2)　株式以外の有価証券

該当事項はありません。

　第２　有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

デリバティブ取引に関する注記に記載しております。
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平成15年11月28日 現在
（1）純資産額計算書

Ⅰ  資  産  総　額         　

Ⅱ  負　債　総　額　　　　　　　　

Ⅲ  純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）　　　　　　

Ⅳ  発行済数量　　　　　　　　　　

Ⅴ  １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ）

（2）投資有価証券の主要銘柄

 ①評価額上位順銘柄明細
　＜親投資信託受益証券＞

単価 金額 単価 金額

1.0156 4,674,355,028　 0.9939 4,574,704,546　

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。以下同じ。

 ②種類別及び業種別の投資比率

親投資信託受益証券

（3）投資不動産物件

　　該当事項はありません。

（4）その他投資資産の主要なもの

　＜有価証券指数等先物取引＞ （単位:円）

種類 数量 投資比率

買建 5 枚 1.08 % 

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

（注2）有価証券指数等先物取引の評価額は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。

0.8130 円

98.65 % 

投資比率

4,648,394,493 円

11,316,328 円

4,637,078,165 円

5,703,629,511 口

簿価（円） 評価額（円）

評価額

東証株価指数先物　１５‐１２ 51,897,430　 50,200,000　 

銘柄名 契約額等

種類別及び業種別

合　計

投資比率

98.65 % 

98.65 % 

種別 保有数量（口）

アクティブバリュー マザーファンド受益証券 4,602,781,513　
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（参考）アクティブバリュー マザーファンド
平成15年11月28日 現在

（1）純資産額計算書

Ⅰ  資  産  総　額         　

Ⅱ  負　債　総　額　　　　　　　　

Ⅲ  純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）　　　　　　

Ⅳ  発行済数量　　　　　　　　　　

Ⅴ  １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ）

（2）投資有価証券の主要銘柄

 ①評価額上位３０銘柄明細

　＜株式＞

単価 金額 単価 金額

日本　　 輸送用機器 　 47,700 3,210 153,117,000 3,290 156,933,000 3.43 % 

日本　　 輸送用機器 　 96,500 1,216 117,344,000 1,252 120,818,000 2.64 % 

日本　　 医薬品    　 28,500 3,890 110,865,000 4,200 119,700,000 2.62 % 

日本　　 情報・通信  　 507 245,000 124,215,000 236,000 119,652,000 2.62 % 

日本　　 銀行     　 146 790,000 115,340,000 818,000 119,428,000 2.61 % 

日本　　 電気機器 　 191,000 619 118,229,000 558 106,578,000 2.33 % 

日本　　 情報・通信  　 191 490,000 93,590,000 525,000 100,275,000 2.19 % 

日本　　 卸売業   　 54,400 1,864 101,379,360 1,674 91,065,600 1.99 % 

日本　　 証券 51,000 1,832 93,432,000 1,740 88,740,000 1.94 % 

日本　　 輸送用機器 　 19,800 4,330 85,734,000 4,480 88,704,000 1.94 % 

日本　　 卸売業   　 47,000 1,879 88,327,739 1,846 86,762,000 1.90 % 

日本　　 化学       　 27,000 3,200 86,400,000 3,100 83,700,000 1.83 % 

日本　　 機械    　 149,000 457 68,093,000 538 80,162,000 1.75 % 

日本　　 不動産     　 80,000 1,064 85,120,000 978 78,240,000 1.71 % 

日本　　 電気機器 　 182,000 422 76,804,000 412 74,984,000 1.64 % 

日本　　 電気・ガス 　 30,800 2,335 71,918,000 2,270 69,916,000 1.53 % 

日本　　 鉄鋼     　 27,100 2,630 71,273,000 2,565 69,511,500 1.52 % 

日本　　 パルプ・紙　 184,000 313 57,592,000 357 65,688,000 1.44 % 

日本　　 卸売業   　 48,600 1,492 72,511,200 1,339 65,075,400 1.42 % 

日本　　 電気機器 　 9,100 6,830 62,153,000 7,120 64,792,000 1.42 % 

日本　　 銀行     　 116 558,432 64,778,169 535,000 62,060,000 1.36 % 

日本　　 化学       　 89,000 633 56,337,000 691 61,499,000 1.34 % 

日本　　 電気機器 　 140,000 488 68,320,000 432 60,480,000 1.32 % 

日本　　 輸送用機器 　 114,000 495 56,430,000 519 59,166,000 1.29 % 

日本　　 卸売業   　 80,000 802 64,160,000 737 58,960,000 1.29 % 

日本　　 電気機器 　 46,000 1,519 69,874,000 1,279 58,834,000 1.29 % 

日本　　 情報・通信  　 102 603,000 61,506,000 571,000 58,242,000 1.27 % 

日本　　 情報・通信  　 3,450 16,504 56,938,330 16,280 56,166,000 1.23 % 

日本　　 小売業 　 34,400 1,823 62,711,200 1,630 56,072,000 1.23 % 

日本　　 陸運        　 111 504,000 55,944,000 500,000 55,500,000 1.21 % 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。以下同じ。

すかいらーく

東日本旅客鉄道

三井物産

ホシデン

ＫＤＤＩ

日本テレビ放送網

三井住友フィナンシャルグループ

住友ベークライト

三菱電機

富士重工業

ＪＦＥホールディングス

レンゴー

伯　東

ＴＤＫ

アマダ

三菱地所

日本ケミコン

東京電力

野村ホールディングス

ホンダ　　　

アズワン

富士写真フイルム

三菱東京フィナンシャル・グループ

ミネベア

日本電信電話

ドトールコーヒー

トヨタ自動車

日産自動車

武田薬品工業

ＮＴＴドコモ

発行地 投資比率業種 株数
評価額簿価額

銘柄名

（単位：円）

4,593,740,623 円

18,990,558 円

4,574,750,065 円

4,602,781,513 口

0.9939 円
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 ②種類別及び業種別の投資比率

投資比率

　株式 99.51 % 

内 電気機器 　 16.77 % 

内 輸送用機器 　 13.27 % 

内 情報・通信  　 9.68 % 

内 卸売業   　 7.27 % 

内 銀行     　 6.80 % 

内 化学       　 6.69 % 

内 小売業 　 5.62 % 

内 医薬品    　 4.18 % 

内 機械    　 3.50 % 

内 不動産     　 2.81 % 

内 電気・ガス 　 2.55 % 

内 建設     　 2.54 % 

内 証券 2.45 % 

内 パルプ・紙　 1.99 % 

内 食料品    　 1.97 % 

内 ゴム製品   　 1.67 % 

内 鉄鋼     　 1.52 % 

内 その他金融 　 1.37 % 

内 その他製品  　 1.28 % 

内 陸運        　 1.21 % 

内 サービス   　 1.17 % 

内 保険      　 0.93 % 

内 ガラス・土石　 0.89 % 

内 金属製品   　 0.67 % 

内 繊維製品   　 0.52 % 

内 倉庫・運輸　 0.20 % 

99.51 % 

（注）内書きの比率は業種別の内訳です。

（3）投資不動産物件

　　該当事項はありません。

（4）その他投資資産の主要なもの

　　該当事項はありません。

種類別及び業種別

合　計
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＜追加型証券投資信託 日興アクティブバリュー＞ 

 

運 用 の 基 本 方 針 

 

 

約款第18条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

基 本 方 針 

この投資信託は、長期的な観点からわが国の株式市場全体（東証株価指数）の動きを上回る投資成果の獲

得をめざして運用を行ないます。 

 

運 用 方 法 

(1)投資対象 

アクティブバリュー マザーファンド受益証券ならびにわが国の証券取引所上場株式を主要投資対象とし

ます。 

(2)投資態度 

アクティブバリュー マザーファンド受益証券に投資を行ない、株価指数先物取引を含む実質的な株式組

入率は100％を保つことを基本とします。市況環境等の変化に基づいた実質株式組入率の変更は原則として行

ないません。 

株式への投資にあたっては、①ボトム・アップ・アプローチによる個別企業のファンダメンタル分析を行

ない、②ファンダメンタル分析の結果を重視し、株価の割安性（バリュー）を多面的に分析し、割安な銘柄

を選定します。 

最終組入れ銘柄は各種のリスク分析を行なったうえで決定します。 

組入れ銘柄の見直しは、市況環境等に応じ随時行ないます。 

株式以外の資産への実質投資割合（マザーファンドの信託財産に属する株式以外の資産のうち、この投資

信託の信託財産に属するとみなした割合を含みます。）は、原則として、信託財産の総額の50％以下としま

す。 

ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信託期間、残存元本が運用に支障をきたす水

準となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができない場合があります。 

 

運 用 制 限 

(1)株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への実質投資割合には制限を設けません。 

(2)投資信託証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

(3)同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

 

収益分配方針 

毎決算時に、原則として次の通り収益分配を行なう方針です。 

①分配対象額の範囲 

経費控除後の利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

②分配対象額についての分配方針 

分配金額は委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場

合には分配を行なわないこともあります。 

③留保益の運用方針 

収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運用を行ないます。 
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追加型証券投資信託 日興アクティブバリュー 約款 
 
【信託の種類、委託者および受託者】 
第１条  この信託は証券投資信託であり、日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三井アセット信託銀行株式

会社を受託者とします。 
【信託事務の委託】 
第１条の2 受託者は、信託法第26条第１項に基づく信託事務の委任として、この信託に関する信託事務の処理の一部につい

て、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金
融機関と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

【信託の目的、金額および追加信託の限度額】 
第２条  委託者は､金136億9,093万7,728円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者は、これを引き受けます。 
  ②  委託者は、受託者と合意の上、金1,000億円を限度として信託金を追加できるものとし、追加信託を行なったと

きは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 
  ③  委託者は、受託者と合意の上、前項の限度額を変更することができます。 
【信託期間】 
第３条  この信託の期間は、信託契約締結日から平成19年10月25日までとします。 
【受益証券の取得申込の勧誘の種類】 
第３条の2 この信託にかかる受益証券の取得申込の勧誘は、証券取引法第２条第３項第１号に掲げる場合に該当する勧誘の

うち投資信託及び投資法人に関する法律第２条第13項で定める公募により行われます。 
【当初の受益者】 
第４条  この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、第５条によ

り分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 
【受益権の分割および再分割】 
第５条  委託者は、第２条第１項による受益権については136億9,093万7,728口に、追加信託によって生じた受益権につ

いては、これを追加信託のつど第６条第１項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 
  ②  委託者は、受託者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 
【追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法】 
第６条  追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じた額と

します。 
  ②  この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および第27条に規定する借入

有価証券を除く）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負
債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をい
います。 

【追加日時の異なる受益権の内容】 
第７条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 
【受益証券の発行および種類】 
第８条  委託者は、第５条の規定により分割された受益権を表示する受益証券を発行します。この場合の受益証券は、原

則として収益分配金交付票付の無記名式とします。 
  ②  委託者が発行する受益証券は、１万口券、５万口券、10万口券、50万口券、100万口券、500万口券、1,000万口

券および１億口券の８種類とします。 
  ③  委託者の指定する証券会社（証券取引法第２条第９項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に関する法律第

２条第２号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）と受益証券取得申込者との間に結ばれた別に定め
る自動けいぞく投資契約（以下「別に定める契約」といいます。）および保護預り契約に基づいて委託者の指定
する証券会社が保管する受益証券、委託者の指定する登録金融機関（証券取引法第65条の２第３項に規定する登
録金融機関をいいます。以下同じ。）と受益証券取得申込者との間に結ばれた別に定める契約および保護預り契
約に基づいて委託者の指定する登録金融機関が保管する当該登録金融機関の自らの募集にかかる受益証券ならび
に保護預りを行なう会社（以下「保護預り会社」といい、この信託においては日興シティ信託銀行株式会社とし
ます。）と受益証券取得申込者との間に結ばれた保護預り契約に基づいて保護預り会社が保管する委託者の自ら
の募集にかかる受益証券の種類は、前項に定めるもののほか、１口の整数倍の口数を表示した受益証券とするこ
とができます。 

【受益証券の発行についての受託者の認証】 
第９条  委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託者の認証を受

けなければなりません。 
  ②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ないます。 
【受益証券の申込単位および価額】 
第10条  委託者は、第８条の規定により発行される受益証券の取得申込者に対し、受益証券の価額に取得申込口数を乗じ

て得た金額について１万円以上１口単位をもって、当該受益証券の取得の申込に応ずるものとします。ただし、
第45条第３項に規定する収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に限り、１口の整数倍をもって当該
取得の申込に応ずることができます。 

  ②  委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、第８条の規定により発行された受益証券を、
その取得申込者に対して１万口以上１万口単位をもって取得の申込に応ずるものとします。ただし、委託者の指
定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関と別に定める契約を結んだ取得申込者に限り、１口の整数
倍をもって取得の申込に応ずることができるものとします。 
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  ③  前２項の受益証券の価額は、取得申込日の基準価額に、手数料および当該手数料に係る消費税および地方消費税
（以下「消費税等」といいます。）に相当する金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の
取得申込にかかる受益証券の価額は、１口につき１円に、１円に３％の率を乗じて得た手数料および当該手数料
に係る消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

  ④  前項の手数料は、委託者、委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関がそれぞれ独自に定
めるものとします。 

  ⑤  第３項の規定にかかわらず、証券投資信託の受益証券を信託終了時まで保有した受益者（信託期間を延長した証
券投資信託（追加型証券投資信託にあっては、延長前の信託終了日（以下「当初の信託終了日」といいます。）
以降、収益分配金の再投資以外の追加信託を行なわないものをいいます。以下本項において同じ。）にあっては、
当初の信託終了日まで当該信託の受益証券を保有した受益者をいいます。以下本項において同じ。）が、その償
還金（信託期間を延長した証券投資信託にあっては、当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取
請求にかかる売却代金または一部解約金を含みます。以下本項において同じ。）をもって、当該信託終了日（信
託期間を延長した証券投資信託にあっては、当初の信託終了日以降における当該信託の受益証券の買取約定日ま
たは一部解約請求日を含みます。）の属する月の翌月の初日から起算して３ヵ月以内に、当該償還金の支払いを
受けた委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関でこの信託にかかる受益証券の
取得申込をする場合の１口当りの受益証券の価額は、当該償還金額の範囲内（単位型証券投資信託にあっては、
当該償還金額とその元本額とのいずれか大きい額）で取得する口数について取得申込日の基準価額とすることが
できます。 

     なお、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関は、当該受益者に対し、償還金
の支払いを受けたことを証する書類の提示を求めることができます。 

  ⑥  第３項の規定にかかわらず、受益者が第45条第３項の規定または別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資
する場合の受益証券の価額は、原則として、第38条に規定する各計算期間終了日の基準価額とします。 

  ⑦  追加型証券投資信託の受益証券を保有する者が、当該信託の信託終了日の１年前の日以降に開始する、委託者、
委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関が別に定める期間内に、当該信託の受益証券の
買取請求にかかる売却代金または一部解約金をもって、当該売却代金または一部解約金の支払いを受けた委託者、
委託者の指定する証券会社または委託者の指定する登録金融機関でこの信託にかかる受益証券の取得申込をする
場合の受益証券の価額は、取得申込日の基準価額に、取得申込を行う委託者、委託者の指定する証券会社または
委託者の指定する登録金融機関が独自に定める手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を加算し
た価額とします。 

  ⑧  前各項の規定にかかわらず、委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事
情があるときは、受益証券の取得申込の受付を中止することおよび既に受け付けた取得申込の受付を取消すこと
ができます。 

【受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続】 
第11条  委託者は、受益者が委託者の定める手続によって請求したときは、無記名式の受益証券と引き換えに記名式の受

益証券を、または記名式の受益証券と引き換えに無記名式の受益証券を交付します。 
  ②  記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手続によって名義書換を委託者に請求することができます。 
  ③  前項の規定による名義書換の手続は、第38条に規定する毎計算期間の末日の翌日から15日間停止します。 
【記名式の受益証券譲渡の対抗要件】 
第12条  記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名義書換によらなければ、委託者および受託者に対抗することが

できません。 
【無記名式の受益証券の再交付】 
第13条  委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公示催告による除権判決の謄

本を添え、再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交付します。 
【記名式の受益証券の再交付】 
第14条  委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって再交付を請求したときは、記名

式の受益証券を再交付します。 
【毀損した場合等の再交付】 
第15条  委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え再交付を請求

したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前２条の規定を準用します。 
【受益証券の再交付の費用】 
第16条  委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 
【投資の対象とする資産の種類】 
第16条の2 この信託において投資の対象とする資産の種類（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条各号で定める

特定資産の種類をいいます。）は、次に掲げるものとします。 
1.有価証券 
2.有価証券指数等先物取引に係る権利 
3.有価証券オプション取引に係る権利 
4.外国市場証券先物取引に係る権利 
5.金銭債権 
6.約束手形 
7.金融先物取引等に係る権利 
8.金融デリバティブ取引に係る権利 
9.金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資と
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して運用することを目的とするものに限ります。）の受益権 
  ②  この信託においては、前項各号に掲げる資産のほか、次に掲げる資産を投資の対象とします。 

1.為替手形 
【運用の指図範囲】 
第17条  委託者は、信託金を、主として日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三井アセット信託銀行株式会

社を受託者として締結された証券投資信託 アクティブバリュー マザーファンド（その受益権を他の証券投資信
託の信託財産に取得させることを目的とした証券投資信託であり、以下「マザーファンド」といいます。）の受
益証券ならびに次の有価証券（それぞれ証券取引法第２条において定めがあるものをいうものとします。以下同
じ。）に投資することを指図します。 

1.株券または新株引受権証書 
2.国債証券 
3.地方債証券 
4.特別の法律により法人の発行する債券 
5.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債

券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 
6.特定社債券 
7.コマーシャル・ペーパー 
8.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約

権証券 
9.外国または外国法人の発行する本邦通貨表示の証券で、第２号から第８号の証券の性質を有するもの 

10.投資信託または外国投資信託の受益証券 
11.投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券 
12.オプションを表示する証券または証書 
13.預託証書 
14.貸付債権信託受益権 

     なお、第１号の証券または証書および第13号の証書のうち第１号の証券または証書の性質を有するものを以下
「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第９号および第13号の証券または証書のうち第２号から
第６号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第10号および第11号の証券を以下「投資信託証
券」といいます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が運用上必要と
認めるときには、委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用すること
を指図することができます。 

1.預金 
2.指定金銭信託 
3.コール・ローン 
4.手形割引市場において売買される手形 

  ③  委託者は、信託財産に属する投資信託証券の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価
総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の100分の５を超えることなる投
資の指図をしません。 

  ④  前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ
ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

【運用の基本方針】 
第18条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行ないます。 
【投資する株式等の範囲】 
第19条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取引所が開設する市場に

上場（証券取引所が開設する市場に準ずる市場等において取引されている場合を含みます。以下本条において同
じ。）されている株式等の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得
する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限りではありません。 

  ②  前項の規定にかかわらず、上場予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等において上場さ
れることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図することができるものとします。 

【同一銘柄の株式への投資制限】 
第20条  委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する同

一銘柄の株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の100分の10
を超えることとなる投資の指図をしません。 

  ②  前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ
ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

【信用取引の指図範囲】 
第21条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をすることがで

きます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより行なうことの指図をする
ことができるものとします。 

  ②  前項の信用取引の指図は、当該売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指図をす



 

 

約款                                    ［日興アクティブバリュー］

51

るものとします。 
【先物取引等の運用指図】 
第22条  委託者は、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション

取引ならびに外国の取引所におけるわが国の有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプシ
ョン取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含め
るものとします（以下同じ。）。 

  ②  委託者は、わが国の取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるわ
が国の金利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

【スワップ取引の運用指図】 
第23条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取り金利または異なった受取り金利

とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図をす
ることができます。 

  ②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第３条に定める信託期間を超えないもの
とします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 

  ③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価するものとします。 
  ④  委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行なうものとします。 
【金利先渡取引の運用指図】 
第24条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行なうことの指図をすることが

できます。 
  ②  金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、第３条に定める信託期間を超えないもの

とします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 
  ③  金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 
  ④  委託者は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行なうものとします。 
【有価証券の貸付の指図および範囲】 
第25条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の各号の範囲内で貸

付の指図をすることができます。 
1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額の

50％を超えないものとします。 
2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債の額

面金額の合計額の50％を超えないものとします。 
  ②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契約の一

部の解約を指図するものとします。 
  ③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとします。 
【公社債の空売りの指図範囲】 
第26条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産に属さない公社債を売

り付けることの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、公社債（信託財産により借
入れた公社債を含みます。）の引き渡しまたは買い戻しにより行なうことの指図をすることができるものとしま
す。 

  ②  前項の売り付けの指図は、当該売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指図を
するものとします。 

【公社債の借入れ】 
第27条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、当該公

社債の借入れを行なうにあたり担保の提供が必要と認めた時は、担保の提供の指図を行なうものとします。 
  ②  前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指
図をするものとします。 

  ④  第１項の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。 
【保管業務の委任】 
第28条  受託者は、委託者と協議の上、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行なうに充分な能

力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。 
【有価証券の保管】 
第29条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることができます。 
【混蔵寄託】 
第30条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により取得し

た外国において発行されたコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した保管
機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託することができるものとします。 

【一括登録】 
第31条  （削 除） 
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【信託財産の表示および記載の省略】 
第32条  信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表示および記載

をしません。 
【一部解約の請求および有価証券の売却等の指図】 
第33条  委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約の請求ならびに信託財産に

属する有価証券の売却等の指図ができます。 
【再投資の指図】 
第34条  委託者は、前条の規定による一部解約の代金および売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有

価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 
【資金の借入れ】 
第35条  委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金の手当て（一

部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、および再投資に係る
収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をす
ることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとします。 

  ②  前項の資金借入額は、次の各号に掲げる要件を満たす範囲内の額とします。 
1.一部解約に伴う支払資金の手当てにあたっては、一部解約金の支払資金の手当のために行なった有価証券

または金融商品等の売却または解約等ならびに有価証券等の償還による受取りの確定している資金の額の
範囲内 

2.再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てにあたっては、収益分配金の再投資額の範囲内 
3.借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の10％以内 

  ③  一部解約に伴う支払資金の手当てのための借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する
有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する金融商品
の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金
の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とします。 

  ④  再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てのための借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日から
その翌営業日までとします。 

  ⑤  借入金の利息は信託財産中から支弁します。 
【損益の帰属】 
第36条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 
【受託者による資金の立替え】 
第37条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申出がある

ときは、受託者は、資金の立替えをすることができます。 
  ②  信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金および

その他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて信託
財産に繰り入れることができます。 

  ③  前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めます。 
【信託の計算期間】 
第38条  この信託の計算期間は、毎年10月26日から翌年10月25日までとすることを原則とします。ただし、第１計算期間

は平成９年10月31日から平成10年10月25日までとします。 
  ②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日

のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。
ただし、最終計算期間の終了日は、第３条に定める信託期間の終了日とします。 

【信託財産に関する報告】 
第39条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出します。 
  ②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出しま

す。 
【信託事務等の諸費用】 
第40条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息、信託財産の財務諸表

の監査に要する費用ならびに当該費用に係る消費税等相当額（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担
とし、信託財産中から支弁します。 

【信託報酬等の額】 
第41条  委託者および受託者の信託報酬の総額は、第38条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年

10,000分の152の率を乗じて得た額とします。 
  ②  前項の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日とします。）

および毎計算期末、または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託者との間の配分は別
に定めます。 

  ③  第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁の時に信託財産中から支弁します。 
【収益分配】 
第42条  信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1.配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれ等に類する収益から支払利息を控除した額（以下
「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額
を控除した後、その残額を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配金にあてるため、そ
の一部を分配準備積立金として積み立てることができます。 
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2.売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当
該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもっ
て補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立
金として積み立てることができます。 

  ②  毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 
【追加信託金および一部解約金の計算処理】 
第43条  （削 除） 
【収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責】 
第44条  受託者は、収益分配金については、原則として毎計算期間終了日の翌営業日までに、償還金（信託終了時におけ

る信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第45条第４項に規定する
支払開始日の前日までに、一部解約金については第45条第５項に規定する支払日までに、その全額を委託者に交
付します。 

  ②  受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受益者に対する支
払いにつき、その責に任じません。 

【収益分配金、償還金および一部解約金の支払い】 
第45条  収益分配金は、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から収益分配金交付票と引き換えに受益者

に支払います。 
  ②  前項の規定にかかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託者は原

則として毎計算期間終了日の翌日に収益分配金を委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機
関に支払います。この場合委託者の指定する証券会社および委託者の指定する登録金融機関は、受益者に対し遅
滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。ただし、第49条第３項により
信託の一部解約が行なわれた場合および第48条第１項により委託者の指定する証券会社が受益証券を買取った場
合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があるときは、第１項の規定に準じて受益者に支払います。 

  ③  委託者は、第１項の規定にかかわらず、委託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金をこの信託
の受益証券の取得申込金として、各受益者ごとに当該収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じ
たものとします。ただし、第49条第３項により信託の一部解約が行なわれた場合に、当該受益証券に帰属する収
益分配金があるときは、第１項の規定に準じて受益者に支払います。 

  ④  償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引き換えに受益者に支払います。 
  ⑤  一部解約金は、受益者の請求を受け付けた日から起算して、原則として５営業日目から受益者に支払います。 
  ⑥  前各項に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社および委託者の

指定する登録金融機関の営業所等において行なうものとします。ただし、委託者の自らの募集にかかる受益証券
に帰属する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託者において行なうものとします。 

  ⑦  収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価
額等に応じて計算されるものとします。 

  ⑧  記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその印鑑を届け出るものとし、第１項の場合には収益分配金交
付票に、第４項および第５項の場合には受益証券に、記名し届出印を押捺するものとします。 

  ⑨  委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金および償還金
もしくは一部解約金の支払いをしたときは、印鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生じた損害につい
てその責を負わないものとします。 

【受益証券の保護預り等】 
第46条  保護預り会社は、委託者の自らの募集にかかる受益証券を保護預り契約に基づき混蔵保管するものとします。 
  ②  委託者の指定する登録金融機関は、原則として、当該登録金融機関の自らの募集にかかる受益証券を別に定める

契約または保護預り契約に基づき混蔵保管するものとします。 
  ③  委託者の指定する証券会社は、原則として、第８条の規定により発行された受益証券（前２項に掲げる受益証券

を除きます。）を別に定める契約または保護預り契約に基づき混蔵保管するものとします。 
【収益分配金および償還金の時効】 
第47条  受益者が、収益分配金については第45条第１項に規定する支払開始日から５年間その支払いを請求しないとき、

ならびに信託終了による償還金については第45条第４項に規定する支払開始日から10年間その支払いを請求しな
いときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

【受益証券の買取り】 
第48条  委託者の指定する証券会社は、受益者の請求があるときは、１万口単位（別に定める契約にかかる受益証券につ

いては１口の整数倍）をもってその受益証券を買取ります。 
  ②  受益証券の買取価額は、買取約定日の基準価額から、当該買取りに関して当該買取りを行なう委託者の指定する

証券会社にかかる源泉徴収税額に相当する金額を控除した価額とします。 
  ③  委託者の指定する証券会社は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情がある

ときは、委託者との協議に基づいて第１項による受益証券の買取りを中止することおよび既に受け付けた受益証
券の買取りの約定を取消すことができます。 

  ④  前項により受益証券の買取りが中止された場合には、受益者は買取中止当日の買取請求を撤回できます。ただし、
受益者がその買取請求を撤回しない場合には、当該受益証券の買取価額は、買取中止を解除した後の最初の基準
価額の計算日を買取約定日として、第２項の規定に準じて算定された価額とします。 

【一部解約】 
第49条  受益者（前条の委託者の指定する証券会社を含みます。）は、自己の有する受益証券につき、委託者に１万口単

位（委託者の自らの募集にかかる受益証券、別に定める契約にかかる受益証券または委託者の指定する証券会社
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の所有にかかる受益証券については１口の整数倍）をもって一部解約の実行を請求することができます。 
  ②  受益者が前項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者、委託者の指定する証券会社または委託者の指定す

る登録金融機関に対し、受益証券をもって行なうものとします。 
  ③  委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。 
  ④  前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日の基準価額とします。 
  ⑤  委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるときは、第１項によ

る一部解約の実行の請求の受付を中止することおよび既に受け付けた一部解約の実行の請求の受付を取消すこと
ができます。 

  ⑥  前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日の一部解約の実行の
請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券の一部
解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日を一部解約の実行の請求日として第４項の
規定に準じて算定した価額とします。 

  ⑦  委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が10億口を下ることとなった場合には、受託者
と合意の上、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。 

【信託契約の解約】 
第50条  委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、または

やむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、この信託契約を解約し、信託を終了させることができ
ます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合は、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、
かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契
約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨を付記
するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、第１項
の信託契約の解約を行ないません。 

  ⑤  委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、これ
らの事項を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に
係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

  ⑥  前３項の規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、第３項の一定の
期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合は、適用しないものとします。 

【信託契約に関する監督官庁の命令】 
第51条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解約し信

託を終了させます。 
  ②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第55条の規定にしたがうものと

します。 
【委託者の認可取消等に伴う取扱い】 
第52条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、この信

託契約を解約し、信託を終了させます。 
  ②  前項の規定にかかわらず、監督官庁が、この信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に引き継ぐ

ことを命じたときは、この信託は、第55条第４項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受託者との間
において存続します。 

【委託者の営業の譲渡および継承に伴う取扱い】 
第53条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業を譲渡するこ

とがあります。 
  ②  委託者は、分割により営業の全部または一部を継承させることがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業

を継承させることがあります。 
【受託者の辞任に伴う取扱い】 
第54条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は第55条の規定にした

がい新受託者を選任します。 
  ②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 
【信託約款の変更】 
第55条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、

この信託約款を変更することができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、変更しようとする旨およ
びその内容を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およびそ
の内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対して交付しま
す。ただし、この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないませ
ん。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨を付記
するものとします。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、第１項
の信託約款の変更を行ないません。 

  ⑤  委託者は、前項の規定により信託約款の変更を行なわないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を公
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告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、
この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

【反対者の買取請求権】 
第55条の2 第50条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行なう場合において、第50条第３項ま

たは前条第３項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券
を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

【信託期間の延長】 
第56条  委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託者と協議の上、信託

期間を延長することができます。 
【公告】 
第57条  委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 
【信託約款に関する疑義の取扱い】 
第58条  この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
 
 
 
 
 
 
 

附  則 
 
第１条  この約款において「自動けいぞく投資契約」とは、この信託について受益証券取得申込者と委託者の指定する証

券会社および委託者の指定する登録金融機関が締結する「自動けいぞく投資契約」と別の名称で同様の義務権利
関係を規定する契約を含むものとします。この場合、「自動けいぞく投資契約」は当該別の名称に読み替えるも
のとします。 

第２条  変更後の第40条の規定は、平成11年７月１日より適用するものとします。 
第３条  変更後の第６条第１項の規定は、平成12年４月４日以降行なわれる追加信託について適用するものとします。 
  ②  変更後の第６条第２項の規定は、平成11年９月28日以降の純資産総額の計算に適用するものとします。 
第４条  変更後の第41条第１項の規定は、平成11年12月１日以降計上される信託報酬より適用します。 
第５条  変更後の第10条の各規定は、平成12年４月３日以降の取得申込について適用します。ただし、第７項の規定は平

成12年11月１日以降の取得申込受付分について適用します。 
第６条  第45条第７項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によるものとし、受益者ごとの信託時

の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配
のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定する「受益者ごとの信託時の受益証券の価額等」とは、
原則として、受益者ごとの信託時の受益証券の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益
分配のつど調整されるものとします。なお、平成12年３月31日以前の取得申込にかかる受益権の信託時の受益証
券の価額は、委託者が計算する平成12年３月31日の平均信託金（信託金総額を受益権口数で除して得た額）とみ
なすものとします。 

第７条  変更後の第48条の各規定は、平成12年４月３日以降の買取請求より適用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 平成９年10月31日 
 
 
 

 東京都千代田区有楽町一丁目１番３号
委託者 日興アセットマネジメント株式会社

 
 

 東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 2 3 番 １ 号
受託者 三 井 ア セ ッ ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
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運 用 の 基 本 方 針 

 

 

約款第14条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

基 本 方 針 

この投資信託は、長期的な観点からわが国の株式市場全体（東証株価指数）の動きを上回る投資成果の獲

得をめざして運用を行ないます。 

 

運 用 方 法 

(1)投資対象 

わが国証券取引所上場株式を主要投資対象とします。 

(2)投資態度 

株価指数先物取引を含む実質的な株式組入率は100％を保つことを基本とします。市況環境等の変化に基

づいた実質株式組入率の変更は原則として行ないません。 

株式への投資にあたっては、①ボトム・アップ・アプローチによる個別企業のファンダメンタル分析を行

ない、②ファンダメンタル分析の結果を重視し、株価の割安性（バリュー）を多面的に分析し、割安な銘柄

を選定します。 

最終組入れ銘柄は各種のリスク分析を行なったうえで決定します。 

組入れ銘柄の見直しは、市況環境等に応じ随時行ないます。 

株式以外の資産への投資割合は、原則として、信託財産の総額の50％以下とします。 

ただし、市況動向に急激な変化が生じたとき、ならびに残存信託期間、残存元本が運用に支障をきたす水

準となったとき等やむを得ない事情が発生した場合には、上記のような運用ができない場合があります。 

 

運 用 制 限 

(1)株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合には制限を設けません。 

(2)投資信託証券への投資は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

(3)同一銘柄の株式への投資は､取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

(4)外貨建資産ヘの投資は行ないません。 

 



 

 
57

約款                                    ［日興アクティブバリュー］

証券投資信託 アクティブバリュー マザーファンド 約款 
 
【信託の種類、委託者および受託者】 
第１条  この信託は、その受益権を他の証券投資信託の投資信託財産に取得させることを目的とする証券投資信託であり、

日興アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三井アセット信託銀行株式会社を受託者とします。 
【信託事務の委託】 
第１条の2 受託者は、信託法第26条第１項に基づく信託事務の委任として、この信託に関する信託事務の処理の一部につい

て、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金
融機関と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

【信託の目的、金額および追加信託の限度額】 
第２条  委託者は、金5,000万円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者は、これを引き受けます。 
  ②  委託者は、受託者と合意の上、金1,000億円を限度として信託金を追加できるものとし、追加信託を行なったと

きは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 
  ③  委託者は、受託者と合意の上、前項の限度額を変更することができます。 
【信託期間】 
第３条  この信託の期間は、信託契約締結日から第42条、第43条第１項、第44条第１項および第46条第２項の規定による

解約の日までとします。 
【受益証券の取得申込みの勧誘の種類】 
第４条  この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第14項で定める適

格機関投資家私募により行なわれます。 
【受益者】 
第５条  この信託の元本および収益の受益者は、この信託の受益証券を投資対象とする日興アセットマネジメント株式会

社の証券投資信託の受託者である信託業務を営む銀行とします。 
【受益権の分割および再分割】 
第６条  委託者は、第２条第１項の規定による受益権については5,000万口に、追加信託によって生じた受益権について

は、これを追加信託のつど第７条の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 
  ②  委託者は、受託者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 
【追加信託金の計算方法】 
第７条  追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および第23条

に規定する借入有価証券を除く）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の
資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。)を、追加信託または一部解約を行なう
前の受益権総口数で除した金額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じた額とします。 

【有価証券による追加信託】 
第８条  委託者は、自らが委託者である他の証券投資信託（運用に関する事項についてこの信託と同一性を有するものに

限ります。）の信託財産に属する有価証券（投資信託および投資法人に関する法律施行規則第25条第１項第１号
イからハまでに掲げる有価証券に限るものとし、この信託約款においてその投資が認められていない有価証券を
除きます。）をもって、この信託に追加信託を行なうことができます。 

  ②  前項の規定に基づいて追加信託を行なう場合は、当該有価証券を投資法人の貸借対照表、損益計算書、資産運用
報告書、金銭の分配金に係る計算書および附属明細書に関する規則第４条第２項に定める時価により算定した価
額を追加信託金とみなして、前条第１項の規定を準用するものとします。 

【信託日時の異なる受益権の内容】 
第９条  この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 
【受益証券の発行】 
第10条  委託者は、第６条の規定により分割された受益権を表示する記名式の受益証券を発行します。 
  ②  委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示した受益証券とします。 
  ③  受益者は、当該受益証券を他に譲渡することはできません。 
【受益証券の発行についての受託者の認証】 
第11条  委託者は、前条第１項の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合す

る旨の受託者の認証を受けなければなりません。 
  ②  前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ないます。 
【投資の対象とする資産の種類】 
第12条  この信託において投資の対象とする資産の種類（投資信託及び投資法人に関する法律施行令第３条各号で定める

特定資産の種類をいいます。）は、次に掲げるものとします。 
1.有価証券 
2.有価証券指数等先物取引に係る権利 
3.有価証券オプション取引に係る権利 
4.外国市場証券先物取引に係る権利 
5.金銭債権 
6.約束手形 
7.金融先物取引等に係る権利 
8.金融デリバティブ取引に係る権利 
9.金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資と

して運用することを目的とするものに限ります。）の受益権 
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  ②  この信託においては、前項各号に掲げる資産のほか、次に掲げる資産を投資の対象とします。 
1.為替手形 

【運用の指図範囲等】 
第13条  委託者は、信託金を、主として次の有価証券（それぞれ証券取引法第２条において定めがあるものをいいます。

以下同じ。）に投資することを指図します。 
1.株券または新株引受権証書 
2.国債証券 
3.地方債証券 
4.特別の法律により法人の発行する債券 
5.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債

券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 
6.特定社債券 
7.コマーシャル・ペーパー 
8.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約

権証券 
9.外国または外国法人の発行する本邦通貨表示の証券で、第２号から第８号の証券の性質を有するもの 

10.投資信託または外国投資信託の受益証券 
11.投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券 
12.オプションを表示する証券または証書 
13.預託証書 
14.貸付債権信託受益権 

     なお、第１号の証券または証書および第13号の証書のうち第１号の証券または証書の性質を有するものを以下
「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第９号および第13号の証券または証書のうち第２号から
第６号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第10号および第11号の証券を以下「投資信託証
券」といいます。 

  ②  前項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動などへの対応等、委託者が運用上必要
と認めるときには、委託者は、信託金を、次に掲げる金融商品により運用することの指図ができます。 

1.預金 
2.指定金銭信託 
3.コール・ローン 
4.手形割引市場において売買される手形 

  ③  委託者は、信託財産に属する投資信託証券の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の５を超えることとな
る投資の指図をしません。 

【運用の基本方針】 
第14条  委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行ないます。 
【投資する株式等の範囲】 
第15条  委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取引所が開設する市場に

上場（証券取引所が開設する市場に準ずる市場等において取引されている場合を含みます。以下本条において同
じ。）されている株式等の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得
する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限りではありません。 

  ②  前項の規定にかかわらず、上場予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等において上場さ
れることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図することができるものとします。 

【同一銘柄の株式への投資制限】 
第16条  委託者は、取得時において、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の

10を超えることとなる投資の指図をしません。 
【信用取引の運用指図】 
第17条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をすることがで

きます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより行なうことの指図をする
ことができるものとします。 

  ②  前項の信用取引の指図は、当該売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指図をす
るものとします。 

【先物取引等の運用指図】 
第18条  委託者は、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション

取引ならびに外国の取引所におけるわが国の有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプシ
ョン取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含め
るものとします（以下同じ。）。 

  ②  委託者は、わが国の取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるわ
が国の金利に係るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

【スワップ取引の運用指図】 
第19条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取り金利または異なった受取り金利

とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図をす
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ることができます。 
  ②  スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第３条に定める信託期間を超えないもの

とします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 
  ③  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価するものとします。 
  ④  委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行なうものとします。 
【金利先渡取引の運用指図】 
第20条  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行なうことの指図をすることが

できます。 
  ②  金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第３条に定める信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 
  ③  金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で評価するものとします。 
  ④  委託者は、金利先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行なうものとします。 
【有価証券の貸付の指図および範囲】 
第21条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の各号の範囲内で貸

付の指図をすることができます。 
1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額の

50％を超えないものとします。 
2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債の額

面金額の合計額の50％を超えないものとします。 
  ②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契約の一

部の解約を指図するものとします。 
  ③  委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとします。 
【公社債の空売りの指図範囲】 
第22条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産に属さない公社債を売

り付けることの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、公社債（信託財産により借
入れた公社債を含みます。）の引き渡しまたは買い戻しにより行なうことの指図をすることができるものとしま
す。 

  ②  前項の売り付けの指図は、当該売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指図を
するものとします。 

【公社債の借入れ】 
第23条  委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、当該公

社債の借入れを行なうにあたり担保の提供が必要と認めた時は、担保の提供の指図を行なうものとします。 
  ②  前項の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
  ③  信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指
図をするものとします。 

  ④  第１項の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。 
【保管業務の委任】 
第24条  受託者は、委託者と協議の上、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行なうに充分な能

力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。 
【有価証券の保管】 
第25条  受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることができます。 
【混蔵寄託】 
第26条  金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により取得し

た外国において発行されたコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した保管
機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託することができるものとします。 

【一括登録】 
第27条  （削 除） 
【信託財産の表示および記載の省略】 
第28条  信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表示および記載

をしません。 
【有価証券売却等の指図】 
第29条  委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 
【再投資の指図】 
第30条  委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、

株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 
【損益の帰属】 
第31条  委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 
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【受託者による資金の立替え】 
第32条  信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申出がある

ときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 
  ②  信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金および

その他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて信託
財産に繰り入れることができます。 

  ③  前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めます。 
【信託の計算期間】 
第33条  この信託の計算期間は、毎年10月26日から翌年10月25日までとすることを原則とします。 
  ②  前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日

のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。
ただし、最終計算期間の終了日は、第３条に定める信託期間の終了日とします。 

【信託財産に関する報告】 
第34条  受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出します。 
  ②  受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出しま

す。 
【信託事務の諸費用】 
第35条  信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息は、受益者の負担

とし、信託財産中から支弁します。 
【信託報酬】 
第36条  委託者および受託者は、この信託契約に関して信託報酬を収受しません。 
【利益の留保】 
第37条  信託財産から生ずる利益は、信託終了時まで信託財産中に留保し、収益の分配は行ないません。 
【追加信託金および一部解約金の計理処理】 
第38条  追加信託金または信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を、追加信託にあっては追加信

託差金、信託の一部解約にあっては解約差金として処理します。 
【償還金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責】 
第39条  受託者は、信託が終了したときは、償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額

をいいます。以下同じ。）の全額を委託者に交付します。 
  ②  受託者は、前項の規定により委託者に償還金を交付した後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じませ

ん。 
【償還金の支払いの時期】 
第40条  委託者は、受託者より償還金の交付を受けた後、受益証券と引き換えに当該償還金を受益者に支払います。 
【一部解約】 
第41条  委託者は、受益者の請求があった場合には、信託の一部を解約します。 
  ②  解約金は、一部解約を行なう日の一部解約または追加信託の処理を行なう前の信託財産の資産総額から負債総額

を控除した金額を、一部解約または追加信託を行なう前の受益権総口数で除した金額に、当該解約にかかる受益
権の口数を乗じた額とします。 

【信託契約の解約】 
第42条  委託者は、信託期間中において、受託者と合意の上、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出るものとします。 
  ②  委託者は、この信託の受益証券を主要投資対象とすることを信託約款において定めるすべての証券投資信託がそ

の信託を終了させることとなる場合には、この信託契約を解約し、信託を終了させます。この場合において、委
託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出るものとします。 

  ③  委託者は、前２項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合は、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、
かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係るすべての受益者に対して交付します。ただし、この信託契約
に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

  ④  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨を付記
します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ⑤  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、第１項
の信託契約の解約を行ないません。 

  ⑥  委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、これ
らの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付し
たときは、原則として、公告を行ないません。 

  ⑦  前３項の規定は、第２項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合、および信託財産の状態に照らし、真に
やむを得ない事情が生じている場合であって、第４項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付
を行うことが困難な場合は、適用しないものとします。 

【信託契約に関する監督官庁の命令】 
第43条  委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解約し信

託を終了させます。 
  ②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第47条の規定にしたがうものと

します。 
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【委託者の認可取消等に伴う取扱い】 
第44条  委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、この信

託契約を解約し、信託を終了させます。 
  ②  前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に引き継ぐこ

とを命じたときは、この信託は、第47条第４項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受託者との間に
おいて存続します。 

【委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い】 
第45条  委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業を譲渡するこ

とがあります。 
  ②  委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業

を承継させることがあります。 
【受託者の辞任に伴う取扱い】 
第46条  受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第47条の規定にし

たがい、新受託者を選任します。 
  ②  委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 
【信託約款の変更】 
第47条  委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意の上、

この信託約款を変更することができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、変更しようとする旨およ
びその内容を監督官庁に届け出るものとします。 

  ②  委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨およびそ
の内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対して交付しま
す。ただし、この信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないま
せん。 

  ③  前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨を付記
します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

  ④  前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、第１項
の信託約款の変更を行ないません。 

  ⑤  委託者は、前項の規定により信託約款の変更を行なわないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を公
告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、
この信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

【反対者の買取請求権】 
第48条  第42条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行なう場合において、第42条第４項ま

たは前条第３項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券
を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

【受益者への書面等交付の例外】 
第49条  委託者は、この信託については、利益相反のおそれがある取引を行なった場合における投資信託及び投資法人に

関する法律第28条第１項で定める書面の交付を行ないません。 
  ②  委託者は、この信託については、投資信託及び投資法人に関する法律第33条で定める運用報告書の交付を行ない

ません。 
【公告】 
第50条  委託者が行なう公告は、日本経済新聞に掲載します。 
【信託約款に関する疑義の取扱い】 
第51条  この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
 
 
 
 平成13年10月26日 

 
 
 

 東京都千代田区有楽町一丁目１番３号
委託者 日興アセットマネジメント株式会社

 取締役社長     引 間 雅 史
 
 

 東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 2 3 番 １ 号
受託者 三 井 ア セ ッ ト 信 託 銀 行 株 式 会 社

 取締役社長     田 辺 和 夫
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用語集用語集

あ

か

運用報告書
期中の運用経過、組入有価証券の内容および有価証券の売買状況などを、受
益者に説明する報告書のことをいいます。委託会社が作成し、販売会社からお
届けします。

買取価額 ファンドの買取時の価額で、基準価額から受益者毎の個別元本を超過した額に
対し7％を差し引いて算出されます。

買取請求
ファンドの換金方法の一つです。
受益者が販売会社に対し、受益証券を買い取ることを請求する方法です。買取
価額で行なわれます。

解約価額 ファンドの解約時の価額で､基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額の
ことをいいます。（当ファンドは信託財産留保額はありません。）

解約請求
ファンドの換金方法の一つです。
受益者が販売会社を通じて運用会社に信託財産の一部の解約を請求する方
法です。解約価額で行なわれます。

格　　付
格付の対象となる債券に対して、約束通りに途中の利息および満期（償還）時
の元金が支払われる確実性（信用度）を、利害関係のない第三者（格付機関）
が判断（評価）し、投資家に提供する情報のことです。

基準価額
純資産総額を、受益権総口数で割った金額をいいます。一口当たり、いくらの価
値があるかをあらわしています。当ファンドの基準価額は、1万口当たりで表示して
おります。

繰上償還

信託期間が設定されている、あるいは無期限の投資信託でも、受益権の口数が
信託約款に定められた一定の口数を下回るなど運用を続けることが困難である
場合、ファンドの運用を終了することが受益者のため有利であると委託会社が認
めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときに、信託期間を繰上げて終了さ
せることをいいます。

個別元本
投資信託の課税上の元本に相当する金額。各受益者毎の購入時の取得価
額が個別元本となります。同一銘柄を複数回購入した場合は、加重平均された
価額となります。

個別元本方式 税金の計算を各受益者毎の取得元本（個別元本）をもとに行なう方式のことを
いいます。

委託会社 運用会社のことをいいます。
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自動けいぞく投資
販売会社と受益者との契約により、税引き後の収益分配金を無手数料で自動
的に再投資することをいいます。なお、販売会社により取扱いできない場合や一
部異なる場合があります。

収益分配 ファンドの決算期に、運用の結果あげられた収益などを受益証券の口数に応じ
て受益者に分配することをいいます。

受 益 者 ファンドを購入した「投資家」のことをいいます。

受益証券
所有者に対して均等に分割された投資信託の受益権を表示する有価証券のこ
とをいいます。（受益者の権利を表す有価証券）。株式でいうと株券のようなもの。
通常は販売会社で保管（保護預り）しています。

信託財産の総額 信託財産の資産を時価で評価した金額をいいます。

純資産総額 信託財産の資産を時価で評価した金額（信託財産の総額）から負債総額を控
除したものをいいます。

償　　還 ファンドの運用終了とともに、受益者に金銭を返還することをいいます。償還金は
原則として償還日から起算して5営業日目から支払われます。

信託期間 ファンドの運用が終了するまでの期間のことをいいます。

信託財産 多くの投資家（受益者）から集められたお金で、ファンドが運用している資産のこ
とをいいます。

信託財産留保額 投資信託を中途解約される受益者の解約代金から差引いて、信託財産に留保
する金額をいいます。（当ファンドは信託財産留保額はありません。）

信託報酬
ファンドの運用や管理の対価として、委託会社、受託会社、販売会社が信託財
産の中から受け取る報酬のことをいいます。原則として日々ファンドから差し引か
れます。

設 定 日 一般的には投資信託の運用が開始される日のことをいいます。

投資信託
多くの投資家から集めた資金を運用会社が運用する金融商品のことをいいます。
投資信託は、値動きのある有価証券などに投資するので元金が保証されている
ものではありません。

騰 落 率
過去一定期間に、投資信託の基準価額が何%値上がり、値下がりしたかの、運
用成果、運用実績を表すもの。
パフォーマンスとも呼ばれることがあります。

さ

た
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は

ま

や

ら

ファミリー
ファンド方式

株式や債券などの運用を親ファンド（マザーファンド）で行ない、子ファンド（ベビー
ファンド）である投資信託が、その親ファンドの受益証券に投資を行なう仕組みを
いいます。マザーファンドの損益はベビーファンドに帰属します。

マザーファンド 

ベビーファンド ベビーファンド ベビーファンド 

投　資 
投　資 

投　資 

ファンド 投資信託

ファンドマネージャー ファンドの運用担当者（金融資産を運用する専門家）のことをいいます。

分散投資 投資家から集めた資金を複数の投資対象（有価証券の種類、地域等）に分散
して投資することにより、リスクを軽減させることをいいます。

ポートフォリオ 株式や債券など、複数の資産の全体資産構成をいいます。

保護預り 投資家の利便性を高めるために、投資信託の受益証券を販売会社などがお預
かりする制度のことをいいます。

目論見書
ファンドの内容、信託約款の内容、運用方法など、ご購入を検討する際に必要な
情報が記載されています。取得のお申込みを行なう場合には、目論見書をあらかじ
めまたは同時にお渡しいたしますので、必ずお受取りの上、詳細をご確認願います。

約　　款
正式には「信託約款」といいます。法律で定められている記載事項に従い、ファン
ドの具体的な運営や管理などの詳細について基本的な仕組みを規定したもの
です。
委託会社と受託会社はこの信託約款に基づいて信託契約を締結しています。

リスクとリターン
投資によって得られる収益率をリターンといい、その収益率の不確実性をリスクと
いいます。一般的にリスクが高いとリターンは高く、リスクが低いとリターンは低くな
ります。
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2004 年 7 月 28 日 

日興アセットマネジメント株式会社 

１．この目論見書により行なう「日興アクティブバリュー」の募集については、委託会社は、

証券取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を平成16年1月23日

に関東財務局長に提出しており、平成16年1月24日にその効力が発生しております。ま

た、同法第7条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成16年7月27日に関東財務

局長に提出しております。 

２．「日興アクティブバリュー」は、主に「アクティブバリュー マザーファンド」受益証
券への投資を通じて、株式に投資します。一般に株式の価格は、国内および国外の経済・
政治情勢等の影響を受け変動します。また、発行者の経営・財務状況の変化、およびそ
れらに関する外部評価の変化等でも値動きするため、ファンドの基準価額も変動しま
す。したがって、元金を割り込むことがあります。当ファンドは元金が保証されている
商品ではありません。 

投資信託は、金融機関の預金や保険契約とは商品性が異なります。 
z 投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

z 投資信託は、元金および利回り保証のいずれもありません。 

z 投資信託をご購入されたお客様は、投資した元本の価値の減少を含むリスクを負います。 

「日興アクティブバリュー 目論見書 2004.1.26」（以下「目論見書」といいます。）

につきまして、平成 16 年 7 月 27 日付で半期報告書および有価証券届出書の訂正届出書

を提出したことに伴ない、目論見書の記載事項を訂正させていただきます。 

ご投資家の皆様におかれましては、お手数ではございますが当目論見書の下記の該当

部分をこの冊子に従い読み替えて下さいますよう、お願い申しあげます。 

＜目論見書訂正箇所＞ 

ファンドの基本情報 ……………………………………  1 頁 

お申込み及び換金の手続き …………………………… 14 頁 

費用と税金 ……………………………………………… 17 頁 

ファンドの性格 ………………………………………… 18 頁 

手数料等及び税金 ……………………………………… 20 頁 

ファンドの運用状況 …………………………………… 30 頁 

ファンドの経理状況 …………………………………… 32 頁 

（中間財務諸表を追加） 



   

 

 

 
 

【取得申込みの概要】 
 
申込手数料 

 
販売会社が定めるものとします。 

（略） 

・平成 16 年 7 月 27 日現在、販売会社におけるお申込手数料率は 3.15％

（税抜 3％）が上限となっております。 

（略） 

 

 

 

 
 買取請求による換金  

 
買取価額 

 

買取請求受付日の基準価額から、当該買取りを行なう販売会社に係る源

泉徴収税額に相当する金額を控除した価額となります。なお、受益証券

を販売会社等において保護預りにしてい等、一定の要件の下では、買取

請求受付日の基準価額となります、詳しくは、販売会社にお問い合わせ

ください。 

（略） 
 
 

 
 

 

（略） 
※お申込手数料は販売会社が定めます。上記は販売会社が定めた手数料率のうち上限の率を記載しておりま

す。（平成 16 年 7 月 27 日現在） 

（略） 
※税法が改正された場合等には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合があります。詳しくは、「課税

上の取扱い」をご参照ください。 

 

 
 
 

 関係法人の名称  

 および役割    
 

委託会社の概況 
（平成16年7月27日現在） 

２）代表者の役職氏名 

  取締役社長 ビリー・ウェード・ワイルダー 

（略） 

６）大株主の状況 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

名  称 住   所 所有株数 所有比率

株式会社 

日興コーディアルグループ
東京都中央区日本橋兜町 6番 5号 1,716,225 株 61.99％

ＮＡＭホールディングス 

株式会社 
東京都千代田区内幸町一丁目2番 2号 1,051,900 株 37.99％
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 申 込 手 数 料  
 

申込手数料 販売会社が定めるものとします。 
（略） 

・平成16年 7月 27日現在、販売会社におけるお申込手数料率は3.15％（税

抜 3％）が上限となっております。 

（略） 

 

 課税上の取扱い  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人受益者の場合 

収益分配金、解

約金、償還金を

受取るとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公募株式投資信託の税制＞ 

（略） 

＜個人受益者の場合＞ 

 
平成 16 年 1 月 1日以降 
平成 20 年 3 月 31 日まで

平成 20 年 4 月 1日以降 

収益分配金 
普通分配金に対し 
10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

普通分配金に対し 
20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約金 
償還金 

個別元本超過額に対し 
10％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

個別元本超過額に対し 
20％の源泉徴収※ 

（申告不要） 

解約損 
償還損 

解約損または償還損と株式等の譲渡益との損益通算可 

譲渡損益 申告分離課税（株式等の譲渡損益との損益通算可） 

※確定申告を行ない、総合課税（配当控除の適用あり）を選択すること

もできます。 

（略） 

※上場株式等に限られている特定口座の利用が平成 16 年 10 月より可能

となります。なお販売会社によって対応時期等が異なる場合がありま

すので、詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

 

１）平成 16 年 1 月 1日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および

償還時の個別元本超過額については、軽減税率が適用され、10％（所

得税 7％および地方税 3％）の税率による源泉徴収（申告不要）とな

ります。なお、特別分配金は課税されません。確定申告を行ない、

総合課税（配当控除の適用あり）を選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうこと

で、株式等（上場投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）の

ほか、未上場の株式投資信託の受益証券を含みます。以下同じ。）

の譲渡益との損益通算が可能となります。また、上場株式等（公募

株式投資信託、上場投資信託（ETF）、上場不動産投資信託（REIT）

を含みます。以下同じ。）に係る譲渡損失の 3 年間の繰越控除の対

象となります。 

 

２）平成 20 年 4 月 1日以降 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および

償還時の個別元本超過額については、20％（所得税 15％および地方
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買取請求の 

取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人受益者の場合 

収益分配金、解

約金、償還金を

受取るとき 

 

 

 

（削除） 

 

益金不算入制

度の適用 
 
 
 
 

税 5％）の税率による源泉徴収（申告不要）となります。なお、特別

分配金は課税されません。確定申告を行ない、総合課税（配当控除

の適用あり）を選択することもできます。 

解約時および償還時に損失が生じた時には、確定申告を行なうこと

で、株式等の譲渡益との損益通算が可能となります。また、上場株

式等に係る譲渡損失の 3年間の繰越控除の対象となります。 

 

１）平成 16 年 1 月 1 日以降平成 19 年 12 月 31 日までの間に公募株式投

資信託を譲渡（買取請求）した場合の譲渡益は、譲渡所得等とみな

され、譲渡益に対し 10％（所得税 7％および地方税 3％）の申告分離

課税の対象となり、確定申告を行なうことが必要です。詳しくは、

販売会社にお問い合わせください。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益

通算が可能となります。また、上場株式等に係る譲渡損失の 3 年間

の繰越控除の対象となります。 

２）平成 20 年 1 月 1 日以降に公募株式投資信託を譲渡（買取請求）した

場合の譲渡益は、譲渡所得等とみなされ、譲渡益に対し 20％（所得

税 15％および地方税 5％）の申告分離課税の対象となり、確定申告

を行なうことが必要です。 

譲渡損益は、確定申告を行なうことで、株式等の譲渡損益との損益

通算が可能となります。また、上場株式等に係る譲渡損失の 3 年間

の繰越控除の対象となります。 

 

１）平成 16 年 1 月 1日以降平成 20 年 3 月 31 日まで 

（略） 

２）平成 20 年 4 月 1日以降 

（略） 

なお、源泉徴収された税金は、所有期間に応じて法人税から控除される

場合があります。 

 

（削除） 

 

益金不算入制度が適用される場合があります。 
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以下の運用状況は平成 16 年 5月 31 日現在です。 
・投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

・有価証券指数等先物取引契約残高の時価は、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場

で評価しています。 

 

（１）投資状況 
投資資産の種類 時価（千円） 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 4,869,584 98.91 

 アクティブバリュー マザーファンド 4,869,584 98.91 

有価証券指数等先物取引契約残高（買建） （34,230） （0.70）

 日本 （34,230） （0.70）

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 53,777 1.09 

純資産総額 4,923,362 100.00 

 

（参考）アクティブバリュー マザーファンド 
  

投資資産の種類 時価（千円） 投資比率（％） 

株式 4,835,475 99.30 

 日本 4,835,475 99.30 

コール・ローン等、その他資産（負債控除後） 33,995 0.70 

純資産総額 4,869,470 100.00 

 
（２）運用実績 

①純資産の推移 
 1 口当たりの純資産額（円） 純資産総額（百万円） 

2003 年 05 月末日 0.6616 4,256 

2003 年 06 月末日 0.7162 4,390 

2003 年 07 月末日 0.7500 4,427 

2003 年 08 月末日 0.8168 4,702 

2003 年 09 月末日 0.8313 4,733 

2003 年 10 月末日 0.8417 4,772 

2003 年 11 月末日 0.8130 4,637 

2003 年 12 月末日 0.8457 4,815 

2004 年 01 月末日 0.8515 4,780 

2004 年 02 月末日 0.8802 4,891 

2004 年 03 月末日 0.9727 5,357 

2004 年 04 月末日 0.9878 5,094 

2004 年 05 月末日 0.9620 4,923 
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（１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和 52 年大蔵省令第 38 号）並びに同規則第 38 条の 3及び第 57 条の 2の規定により、「投

資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規

則」（平成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作成しております 

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

（２）当ファンドは、証券取引法第 193 条の 2の規定に基づき、前中間計算期間（平成 14 年 10 月

26 日から平成 15 年 4 月 25 日まで）及び当中間計算期間（平成 15 年 10 月 28 日から平成 16

年 4 月 27 日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けてお

ります。 
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中間財務諸表 
日興アクティブバリュー 

（１）中間貸借対照表 

(単位:円)

期 別 
前中間計算期間末 

平成 15 年 4 月 25 日現在 

当中間計算期間末 

平成 16 年 4 月 27 日現在 

科 目 金 額 金 額 

資産の部 

Ⅰ流動資産 

金銭信託 9,696 3,990,066

コール・ローン 97,819,892 68,695,217

親投資信託受益証券 4,060,418,933 5,099,118,414

派生商品評価勘定 589,658 1,244,229

未収入金 － 32,000,000

差入委託証拠金 1,800,000 1,400,000

流動資産合計 4,160,638,179 5,206,447,926

資産合計 4,160,638,179 5,206,447,926

負債の部 

Ⅰ流動負債 

派生商品評価勘定 145,318 －

前受金 940,000 1,620,000

未払解約金 7,535,046 48,224,669

未払受託者報酬 2,506,962 14,853

未払委託者報酬 35,599,666 210,923

その他未払費用 200,497 1,188

流動負債合計 46,927,489 50,071,633

負債合計 46,927,489 50,071,633

純資産の部 

Ⅰ元本 

元本 6,607,086,858 5,154,183,050

Ⅱ剰余金 

中間剰余金又は中間欠損金(△) △2,493,376,168 2,193,243

（うち分配準備積立金） (－) (45,579,189) 

剰余金合計 △2,493,376,168 2,193,243

純資産合計 4,113,710,690 5,156,376,293

負債・純資産合計 4,160,638,179 5,206,447,926
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（２）中間損益及び剰余金計算書 

(単位:円)

期 別 

前中間計算期間 

自 平成 14 年 10 月 26 日 

至 平成 15 年 4 月 25 日 

当中間計算期間 

自 平成 15 年 10 月 28 日

至 平成 16 年 4 月 27 日 

科 目 金 額 金 額 

経常損益の部 

営業損益の部 

Ⅰ営業収益 

受取利息 431 345

有価証券売買等損益 △554,174,452 964,828,442

派生商品取引等損益 △4,616,370 5,658,877

営業収益合計 △558,790,391 970,487,664

Ⅱ営業費用 

受託者報酬 2,506,962 2,568,245

委託者報酬 35,599,666 36,469,931

その他費用 200,497 205,403

営業費用合計 38,307,125 39,243,579

営業利益又は営業損失(△) △597,097,516 931,244,085

経常利益又は経常損失(△) △597,097,516 931,244,085

中間純利益又は中間純損失(△) △597,097,516 931,244,085

Ⅲ中間一部解約に伴う中間純損失分配額 43,057,203 －

Ⅲ中間一部解約に伴う中間純利益分配額 － 82,143,719

Ⅳ期首欠損金 2,250,305,524 954,075,438

Ⅴ欠損金減少額 351,098,272 139,097,214

（中間一部解約に伴う欠損金減少額） (351,098,272) (139,097,214) 

（中間追加信託に伴う欠損金減少額） (－) (－)

Ⅵ欠損金増加額 40,128,603 31,928,899

（中間一部解約に伴う欠損金増加額） (－) (－)

（中間追加信託に伴う欠損金増加額） (40,128,603) (31,928,899) 

Ⅶ分配金 － －

Ⅷ中間剰余金又は中間欠損金(△) △2,493,376,168 2,193,243
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重要な会計方針 

期 別 

項 目 

前中間計算期間 

自 平成 14 年 10 月 26 日 

至 平成 15 年 4 月 25 日 

当中間計算期間 

自 平成 15 年 10 月 28 日 

至 平成 16 年 4 月 27 日 

1.有価証券の評価基準及

び評価方法 

親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき当該親投資信

託受益証券の基準価額で評価して

おります。 

 

親投資信託受益証券 

同左 

2.デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

デリバティブ取引 

個別法に基づき原則として時価で

評価しております。 

 

デリバティブ取引 

同左 

 

 

 
注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間計算期間末 

平成 15 年 4 月 25 日現在 

当中間計算期間末 

平成 16 年 4 月 27 日現在 

    

１.期首元本額 7,682,457,543 円 期首元本額 5,672,176,506 円

  期中追加設定元本額 122,163,601 円 期中追加設定元本額 317,867,479 円

  期中解約元本額 1,197,534,286 円 期中解約元本額 835,860,935 円

    

２.元本の欠損  

中間貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っ

ており、その差額は 2,493,376,168 円であります。

 

 

 

 
（中間損益及び剰余金計算書関係） 

前中間計算期間 

自 平成 14 年 10 月 26 日 

至 平成 15 年 4 月 25 日 

当中間計算期間 

自 平成 15 年 10 月 28 日 

至 平成 16 年 4 月 27 日 

該当事項はありません 該当事項はありません 
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（デリバティブ取引関係） 

 取引の時価等に関する事項 

(株式関連) (単位:円)

前中間計算期間末(平成 15 年 4月 25 日現在) 当中間計算期間末(平成 16 年 4月 27 日現在) 

契 約 額 等 契 約 額 等 区

分 
種 類 

 うち 

１年超 

時 価 評価損益

 うち 

１年超 

時 価 評価損益 

株価指数

先物取引 

        市

場

取

引 

買建 46,610,000 － 47,070,000 460,000 46,940,000 －  48,200,000 1,260,000

合計 46,610,000 － 47,070,000 460,000 46,940,000  －  48,200,000 1,260,000

(注）時価の算定方法 

１．計算日に知りうる直近の日の、主たる取引所の発表する清算値段又は最終相場で評価しています。 

  ２つ以上の取引所に上場されていて､かつ当該取引所相互間で反対売買が可能な先物取引については､取引量等を勘

案して評価を行う取引所を決定します｡  

２．先物取引の残高表示は契約額ベースです。 

３．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。 

 

 

 
（１口当たり情報） 

前中間計算期間末 

平成 15 年 4 月 25 日現在 

当中間計算期間末 

平成 16 年 4 月 27 日現在 

 １口当たり純資産額 0.6226 円  １口当たり純資産額 1.0004 円

（１万口当たり純資産額） (6,226 円) （１万口当たり純資産額） (10,004 円)
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（参考） 

 当ファンドは「アクティブバリュー マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、中間貸借

対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、同親投資信託の受益証券です。なお、同親投

資信託の状況は次の通りです。 

 

 

 

「アクティブバリュー マザーファンド」の状況 

 なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。 

 当期より貸借対照表は、本報告書における開示対象ファンドの貸借対照表と同一の様式により表示し

ております。 

 

 

アクティブバリュー マザーファンド 

（１）貸借対照表 

(単位:円) 

対象期間 平成 15 年 4 月 25 日現在 

科 目 金 額 

資産の部  

コール・ローン 19,143,425 

株券 4,488,641,220 

未収入金 25,050,815 

未収配当金 29,578,778 

資産合計 4,562,414,238 

負債の部  

未払金 6,243,314 

負債合計 6,243,314 

純資産の部  

元本 5,390,890,778 

貸借対照表純資産総額 4,556,170,924 

負債・貸借対照表純資産総額 4,562,414,238 

国内有価証券評価損益 △496,018,520 

信託財産純資産総額 4,060,152,404 
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(単位:円) 

対象期間 平成 16 年 4 月 27 日現在 

科 目 金 額 

資産の部  

Ⅰ流動資産  

コール・ローン 7,066,573 

株式 5,053,046,600 

未収入金 72,942,648 

未収配当金 29,597,899 

流動資産合計 5,162,653,720 

資産合計 5,162,653,720 

負債の部  

Ⅰ流動負債  

未払金 31,557,619 

未払解約金 32,000,000 

流動負債合計 63,557,619 

負債合計 63,557,619 

純資産の部  

Ⅰ元本  

元本 4,138,894,817 

Ⅱ剰余金  

中間剰余金 960,201,284 

剰余金合計 960,201,284 

純資産合計 5,099,096,101 

負債・純資産合計 5,162,653,720 
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重要な会計方針 

対象期間 

項 目 

自 平成 14 年 10 月 26 日 

至 平成 15 年 4 月 25 日 

自 平成 15 年 10 月 28 日 

至 平成 16 年 4 月 27 日 

株式は移動平均法に基づき、以下の

とおり原則として時価で評価してお

ります。 

 

株式は移動平均法に基づき、以下の

とおり原則として時価で評価してお

ります。 

(1)証券取引所に上場されている有

価証券 

証券取引所に上場されている有

価証券は、原則として証券取引所

における計算期間末日の最終相

場（外貨建証券の場合は計算期間

末日において知りうる直近の日

の最終相場）で評価しておりま

す。 

 

(1)証券取引所に上場されている有

価証券 

同左 

(2)証券取引所に上場されていない

有価証券 

当該有価証券については、原則と

して、日本証券業協会等発表の店

頭売買参考統計値（平均値）等、

金融機関の提示する価額（ただ

し、売気配相場は使用しない）又

は価格提供会社の提供する価額

のいずれかから入手した価額で

評価しております。 

 

(2)証券取引所に上場されていない

有価証券 

同左 

1.有価証券の評価基準及

び評価方法 

(3)時価が入手できなかった有価証

券 

適正な評価額を入手できなかっ

た場合又は入手した評価額が時

価と認定できない事由が認めら

れた場合は、投資信託委託業者が

忠実義務に基づいて合理的な事

由をもって時価と認めた価額も

しくは受託者と協議のうえ両者

が合理的事由をもって時価と認

めた価額で評価しております。 

 

(3)時価が入手できなかった有価証

券 

同左 

2.収益及び費用の計上基

準 

受取配当金の計上基準 

受取配当金は原則として、株式の

配当落ち日において、その金額が

確定しているものについては当

該金額、未だ確定していない場合

には予想配当金額の 90％を計上

し、残額については入金時に計上

しております。 

 

受取配当金の計上基準 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

平成 15 年 4 月 25 日現在 平成 16 年 4 月 27 日現在 

１.期首 平成 14 年 10 月 26 日 期首 平成 15 年 10 月 28 日 

  期首元本額 6,308,988,914 円 期首元本額 4,593,549,313 円

  期首からの追加設定元本額 0 円 期首からの追加設定元本額 30,716,794 円

  期首からの解約元本額 918,098,136 円 期首からの解約元本額 485,371,290 円

  平成 15 年 4月 25 日現在の元本の内訳 ※ 平成 16 年 4月 27 日現在の元本の内訳 ※ 

日興アクティブバリュー 5,390,890,778 円 日興アクティブバリュー 4,138,894,817 円

(合計) 5,390,890,778 円 (合計) 4,138,894,817 円

２.元本の欠損  

貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回っており、そ

の差額は 1,330,738,374 円であります。 

 

※ 当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額 

 

 

 
（１口当たり情報） 

平成 15 年 4 月 25 日現在 平成 16 年 4 月 27 日現在 

 １口当たり純資産額 0.7532 円  １口当たり純資産額 1.2320 円

（１万口当たり純資産額） (7,532 円) （１万口当たり純資産額） (12,320 円)

 

 

 
 

 

－ 15 － 

 



A200401.acvalue


	表紙
	目次
	ファンドの基本情報
	ファンドの特色
	投資方針
	投資リスク
	お申込み及び換金の手続き
	費用と税金
	ファンドの性格
	手数料等及び税金
	管理及び運営
	その他の情報
	ファンドの運用状況
	ファンドの経理状況
	ファンドの現況
	約款
	用語集

	訂正事項分



